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1地 域の発展と情報通信

情報通信は,社 会基盤として,住 民生活の向上や社会経済活動の活性

化等の地域の発展に必要不可欠なものである。地域の発展のためには,

それぞれの地域における情報化の推進が重要である。

また,地 域の情報化を進める上で,そ れぞれの地域のかなめである地

方公共団体が重要な役割を果たすことが期待される。

ここでは,地 域における情報通信の現状や地域経済 と情報通信の関係

を分析するとともに,地 方公共団体の情報化に対す る取組や,そ の抱え

る課題等を中心に,地 域の発展のための情報通信の在 り方について言及

する。

1-1地 域 における情報通信の現状

地域の発展 と密接な関係にある情報 通信は,着 実に進展 してい る。

ここでは,都 道府県別 に,電 気通信,放 送を中心 に情報通信サ ー ビス

の現状 と新規参入の状況 について概観す る。

1-1-1地 域別 の情報通信 サービスの現状

情報通信サ ー ビスは,地 域の発展のための基盤 として必要不可欠な も

のにな ってい る。 ここでは,代 表的な通信サ ービス で あ る 電話,テ レ

ビ,CATV,郵 便を取 り上 げ,都 道府県別の現状 について分析す る。
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(1)電 話

今 日,電 話 の家庭におけ る普及 率(注2)は98.4%で あ り,ほ ぼ家庭に浸

透 している。

61年 度末 の一般加入電話契約数は4,632万 契約 で,100人 当た り38.3

契約 となってい る。

都道府県別 の100人 当た りの契約数 は,東 京及び大阪以外は30～40契

約であ り,全 国ほぼ同水準 とな っている(H-1-1-1図 参照)。

東京 は100人 当た り52.0契 約 と特 に高 くな ってい るが,こ れは企業が

東京に集中 しているためであ る。

1【-1-1-1図
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NTT資 料,「 昭和60年 国勢調査」(総 務庁)(60.10.1)に よ り作成

(注)都 道府県別分布は,NTTの 支社別契約数に基づ くものであり,行 政

区域とは必ずしも一致しない。
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(2)テ レビジ ョン放送

NHKは 全国で2系 統のテ レビジ ョン放送を実施 している。

都道府県別にみたNHK及 び民 間放送事業者 によるテ レビジ ョン放送

の実施状況は,II-1-1-2図 の とお りである。

チ ャンネル数が8と 最 も多いのは,群 馬,埼 玉,千 葉,神 奈川の関東

広域圏に属す る4県 であ り,7チ ャンネル地区が近畿広域 圏をは じめ と

す る14都 府県 であ る。 さらに,6チ ャンネル地区が7道 県,5チ ャンネ

ル地区が5県,4チ ャンネル地区が15県,3チ ャンネル地区が2県 とな

豆一1-1-2図 テレビジョン放送の実施状況

(62年度末現在)
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(注)関 東地区における放送大学の放送は,図 には含まれていない。
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ってお り,地 域 的な差があ る。

郵政省では,今 後,全 国各地で民間放送を最低4チ ャソネル視聴で き

る ように,放 送局の置局 を推進す ることとしている。

(3)CATV

61年 度末 のCATV施 設数は4万2,190施 設であ り,都 道府県別 の分

布状況 は,n-1-1-3図 の とお りである。

東京は6,458施 設(全 体の15.3%)と 最 も多 く,次 いで大阪 の3,938

施設(同9.3%),兵 庫 の2,533施 設(同6.0%),神 奈 川 の2,478施 設

(同5.9%)の 順 とな ってお り,東 京圏及び大阪圏が多 くな ってい る。

皿一1-1-3図CATV施 設の都道府県別分布
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(4)郵 便

1人 当た りの年間引受 内国郵便物数は,121通(個)と な ってお り,

都道府県別 にみ るとH-1-1-4図 の とお りであ る。

東京 は387.5通(個)と 非 常に多 く,次 いで大阪の177,9通(個),

京都の135.2通(個),岡 山の129.0通(個)の 順 となってい る。

都道府県別にみた特徴は,東 京 をは じめ とす る各地方 の核 となる都道

府県で多 くなっている ことである。

郵便は主 に企業で利用 されてお り,そ の地域 の経済 力に よって,利 用

に開 きがある。

】[-1-1-4図1人 当たりの年間引受内国郵便物数

(61年 度)
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1-1-2地 域別 の最近の通信分野への参入

(1)第 一種電気通信事業

第一種電気通信事 業は,63年5月1日 現在36社 が新規参入 してい る。

また,事 業の開始につい てみ ると,61年8月 から専用サ ー ビスが開始

され,62年9月 以降電話サ ー ビス及 び無線呼出 しサ ー ビスが相次いで開

始 され,63年5月1日 現在24社 がサー ビスを開始 してい る。

ここでは,こ れ らの各通信事 業者 のサ ービスの開始状況を,都 道府県

別 に分析す ることとする。

(専用サ ービス)

専用サ ービスについては,63年5月1日 現 在7社 がサ ービスを開始 し

ている。

専用サ ービスは,需 要の多い東京大阪間の区域で まず開始 された。

日本テ レコム(株),第 二電電(株)及 び 日本高速通信(株)の3社

が,東 京大阪 間の地域を中心 としてサ ービスを提供 してい る。

東京通信ネ ッ トワー ク(株),大 阪 メデ ィアポー ト(株)は,そ れぞれ

東京圏,大 阪 を中心にサー ビスを提供 してい る。

レイ クシティ ・ケープル ビジ ョン(株)は,長 野県 の特定 の地域に絞

ったサー ビスの提供を行 ってい る。

都道府県別 のサー ビスの開始状況は,H-1-1-5表 の とお りであ

る。

サー ビスの提供が最 も多い のは,東 京,埼 玉,千 葉,神 奈川,静 岡,

大阪の4社 となってい る。

なお,鉄 道通信(株)は,主 に旅客鉄道株式会社 等を対 象 として,鉄

道業務用 のサ ー ビスを提供 してい る。
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皿一1-1-5表 新第一種電気通信事業者のサービス開始状況(63年5月1日 現在)

自動車電話無線呼出し
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を行っているが,一 般利用者を対象としていないため,上 記の事業者数には含ま
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(電話サ ービス)

電話サ ービスは,現 在,第 二電電(株),目 本 テ レコム(株),日 本高

速通信(株)及 び東京 通信 ネ ッ トワーク(株)の4社 が事業 を開始 して

い る。

都道府県別のサー ビスの開始状 況は,H-1-1-5表 の とお りであ

る。

サー ビスの提供 が最 も多いのは,東 京,埼 玉,千 葉,神 奈 川,静 岡の

4社 であ り,全 国の 人 口の4分 の1を 占める 東京 圏が 中心 と なってい

る。

新事業者に よる電話サ ービスは,一 般加入電 話の契約数が人 口と密接

に関係 している ことか ら,人 口の集中 してい る東京圏や大阪圏か らサー

ビスが開始 され てい る。

今後,業 務区域が,東 北,中 国,四 国,九 州地方 の一部へ拡大 され,

広範囲でサー ビスが提供 され る予定であ る。サ ー ビス提供区域の拡大 に

よ り,電 話サ ー ビスのネ ットワークとしての利用価値は,よ り一層高 ま

ってい くもの と考 え られ る。

なお,鉄 道通信(株)は,専 用サ ービス と同様,主 に旅客鉄道株式会社

等 を対象 と して,鉄 道業務用のサ ービスを提供 してい る。

(無線呼出しサ ー ビス)

無線呼出 しサ ービスは,地 元企 業が 中心 とな って,お おむね県 を単位

と して事業が進め られてい ることか ら,新 規参入やサー ビスの開始が活

発に行 われ てい る。

無線呼出しサ ー ビスは,63年5月1日 現在21社 が許可を受け,業 務区

域は31都 道府県に上 ってい る。 この うち,27都 道府県 については既にサ

ービスが開始 されてい る(H-1-1-5表 参照)
。
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(自動車電話サー ビス)

自動車電話サ ービスは,日 本移動通信(株)及 び関西セ ル ラ ー 電話

(株)の2社 が許可 を受けてお り,東 京圏,中 部地方及び近畿地方 にお

いてサー ビスが開始 され る予定であ る(H-1-1-5表 参照)。

(2)第 二種電気通信事業

第二種電気 通信事業者530社 の本社 の都道 府県別分布状況は,H-1

-1-6図 の とお りである
。

本社が最 も多いのは,東 京の199社(37.5%)で あ り,次 いで,大 阪

の58社(10.9%),北 海道 の32社(6.0%),愛 知 の25社(4.7%)の 順 と

な ってお り,圧 倒的に東京に集 中してい る。

∬-1-1-6図 第二種電気通信事業者の本社所在地別分布

(62年度末現在)
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(3)放 送事業(民 間放送及びCATV)

民間放送事業者 に よるFM放 送は,63年4月1日 現在,26都 道府県で

実施 され てい る(■-1-1-7図 参照)。

62年 度には,2の 民間放送事業者が新たにFM放 送を開始 してお り,

63年 度 において も新たに4事 業者の開局が予定 されている。

1[-1-1-7図FM放 送(民 放)の 実 施状 況

(63年4月1日 現 在)
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口o社
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民 間放送事業者に よる文字放送の開始状況 は,62年 度末現在22社 がサ

ービスを開始 してい る。都道府県別サ ービス状況はII-1-1-8図 の

とお りで,24都 府県で実施 され てお り,関 東広域圏では10社 と非常に多

くな ってい る。

民間放送事業者に よる文字放送は,関 東広域圏,近 畿広域圏,中 京広

域圏を中心に行われてい る。
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正一1-1-8図 文字放送実施状況(民 放)

(62年度末現在)
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CATV施 設数は,着 実に増加 してい る。最近の特徴 として,特 に 許

可施設の伸 びがi著しい ことが挙げ られ る。許可施設は,61年 度中に83施

設増加 してお り,そ の都道府県別の増加数はH-1-1-9図 のとお り

である。

許可施設の増加は,特 に東京圏で著 し く,増 加数 の63.1%を 占めてい

る。大阪圏の増加数は全体 の11.9%と,東 京圏に次 い で 多 くなってい

る。

1-1-3地 域情報化推進政策の現状

郵政省 では,テ レ トピア事業や民活法施設の整備事業等を通 じて,地

域に密着 した情報通信 を中心 とした情報 化を推進 している。
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豆一1-1-9図CATV許 可施設の増加数

単位:施設

㎜10以 上
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(注)増 加数は,61年 度 において増加した施設数
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ここでは,情 報通信を中心 とした地域 の情報化推進政策 の現状 につい

て概観す る。

(1)テ レ トピアの推進

テ レトピア計画は,CATVや ビデオテ ックス等 のニ ューメデ ィアをモ

デ ル都市に集 中的 に導入す ることに よ り,地 域 の情報化を促進 し,そ れ

ぞれの地域 の情報通信 の核 とな る基盤 を整備す る ものであ る。

テ レ トピアは,現 在,63地 域が指定 され,全 国で260の システム構築

予定に対 し,62年 度末現在,既 に92シ ステムが運用を開始 している。 ま

た,こ れ らの システムの事業主体 と して41の 第三 セクターが設立 され て

いる。
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運用 システムに導 入され てい るメデ ィアとしては,デ ータ通信,ビ デ

オテ ックス及びCATVが 中心であ り,全 体 の8割 を占めてい る。

(2)情 報通 信拠点 の整備

(テ レコムプラザ)

テ レコムプラザは,地 域 において高度 な電気通信 システムを運用す る

ためのセ ンターと,地 域 の住民,企 業等が,最 新 の電気通信 システムを

実際に体験 ・活用で きる施設 とを合わせ備えた,電 気通信の高度で多様

な利用 の拡大,定 着 を促進す るための拠 点施設 であ る。

テ レコムプラザは地域の情報通信基盤整備の中核 とな り,市 民生活及

び企業活動等 の活性化に寄与す ることが期待 されている。

郵政省の調査(注3)に よれば,地 方公共団体 の 「ニューメデ ィアを自由

に利用 で きる情報 センターの誘致」に対す る意向は,「 非常に望 ましい」

及び 「望 ましい」 とする ものが,79.8%と 高 くなってい る(H-1-1

-10図 参照) 。

五一1-1-10図=ユ ーメディアを自由に利用できる惰報センターの誘致意向

望ましいと思わない

非常に望 ましい 望 ましい どちらとも・・えな・1「無回答

243 555 17.1

2.01.0

0

郵政省調査による。

一
50 100%

現在,テ レコムプラザ として,富 山市民 プラザ,ニ ューメデ ィアプラ

ザ山口等 の4プ ロジェク トの整 備事業が着手され ている。

(テ レポー ト)

テ レポー トは,通 信衛星を利用 した国際又は国内 との間の高度 な情報

通信 の拠点 となる電気通信基盤を整 備す る地 域 開 発 プ ロジェク トであ
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り,一 定の地域 内に衛星通信地球局,電 気通信中枢 セ ンター,大 規模光

フ ァイバ網 を集中整備す るものである。

また,こ のテ レポ ー トと一体的 に設置 されるイ ンテ リジ ェン トビルに

ついて も民活法 の対象施設 となっている。

63年1月,大 阪 テ レポ ー トが 我が国最初の テ レポー トとして 着工 さ

れ,64年 か らサ ー ビスが開始 され る予定であ る。 また,東 京,横 浜等に

おいて もテ レポー ト計画が進 め られ てい る。

(3)研 究開発拠点の整備

電気 通信等 の先端 的な技術 の研究 開発を行 うために,地 域の企 業等が

共同で利用 できる研究施設 であるテ レコム ・リサ ーチパ ークは,地 域に

おける電気通信 の研究開発 の拠点 であ り,地 域の発 展に資す ることが期

待 されている。

郵政 省の調査 によれぽ,地 方公共団体 の 「共 同利用で きる研究開発施

設等の誘 致」 に対す る意向 も,テ レコムプラザ と同様,高 くな っている

(皿一1-1-11図 参照)。

皿一1-1-11図 共同利用できる研究開発施設等の誘致意向

望ましいと思わない

蒲 に望 ましい 望 ましい どちらとも・・えな・↓{無回答

314 526 137

1.1一 1.2

050100%

郵政省調査による。

これは,先 端的な技術の研究開発 を進 める研究施設がで きることに よ

り,企 業がその地域 に集 ま り,地 域経済 の活性化 ・発展の大 きな原動力

に なることが 高 く評価 されているためである。

現在,テ レコム・リサ ーチパ ークとして,関 西文化学術研究都市 内に,
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国際電気通信基礎技術研究所(ATRイ ンターナ シ ョナル)が 建設 され て

いる。

(4)人 材の育成

情報化を進め る上 で,人 材の育成が課題 となっている。

特に,情 報化が進 んでいない地域において,人 材 の不足が情報化を進

め る上で の課題 となってお り,人 材の育成体制の整 備に対する要望が強

いo

また,情 報サ ービスに要求 され る人材は,情 報を収集 ・加工 ・処理す

る人材 をは じめ として,組 織 ・運営 の在 り方 を考え る人材等,様 々な人

材が求め られている。

情報通信 の活用に よ り,情 報化 を進め る上 では,特 に地方都市にお い

て積極的 に人材の育成 を推進 し,地 域間の人材 の偏在を是正 してい くと

ともに,全 体的に不足 してい る情報通信に関連す る人材 を充足 してい く

ことが必要 であ る。

60年6月 に設立 された(財)電 気通信高度化協会は,新 たな電気通信

システムの構築,活 用等 を行 うために必要な人材 の育成を 目的 と して,

地域における人材の育成 を支援 している。

また,テ レコム ・リサ ーチパ ー クの設立 によって,各 地域における電

気通信技 術者 の育成が期待 され る。

郵政省では,ネ ッ トワー ク化の推進 に向けて,電 気通信事業者 と通信

の利用者の両面か ら,人 材 の育成方策 について も検討を進 めている。

(5)地 域 の惰報化を進め る上での環境整備

情報化の推進事業は,一一般に,初 期投資が大 き く,か つ,シ ステム構

築後 も相当の運用経費を要す ることか ら,国 等が適切 な支援措置 を講 じ

つつその推進 を図る必要がある。

このため,郵 政省では,シ ステムの構築 に対する財政投融資をは じめ
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とす る支援措 置や,運 用経費 と密接な関係のある通信料金の低廉 化等 の

種 々の支援を行 っている。

(通信料金 の低廉i化)

基幹通信である電話は,最 も利用 しやす い メデ ィァ として情報通信シ

ステムの構築 にお いて重要な役 割を果た している。

NTTに ょる電 話料金 は,56年,58年 及び59年 の中 ・遠距離電話料金

の値下げや土曜 ・日曜 ・祝 日割引 きの導入 に引 き続 き,63年2月 の遠距

離電話料金の値下げ及び離島の電 話料金 の改善 と,低 廉化に向けた努力

が行われている。

また,第 二電電(株),日 本テ レコム(株)及 び 日本高速通信(株)の

夜間,深 夜の電話料金 も63年2月 に値下げが行われた。

郵政省は,今 後 とも,利 用者の期待 に こた える とともに,情 報化の推

進を支援するため,料 金全般の低廉化に 向けた施策を行 うこ とと してい

る。

(テ レトピア計画に対す る支援措置)

テ レトピア計画に対する支援措置 としては,テ レ トピア推進法人に対

す る基盤技術研究促進セ ンターか らの出資,日 本開発銀行等か らの低利

融資及 びNTT株 式売却益を原資 とす る無利 子融資,さ らに,モ デル都

市 にお いて債 務保証,利 子補給等を行 う公益 法人(テ レ トピア基 金)に

対 し,民 間企業が出揖 した場合 の損金算入措 置等が講 じられている。

(民活法対象施設 に対す る支援措置)

テ レコムプラザ,テ レポー ト及び テ レコム ・リサーチパー クの施設整

備に対す る支援措置 としては,日 本 開発銀行等か らの出融資及びNTT

株式売却益を原資 とす る無利子融資,整 備事業費に対す るイ ンセンテ ィ

ブ補助金,さ らに施設に対する国税,地 方税 の減免等が講 じられ てい る。
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1-2地 域経済の発展 と情報通信

情報通信は経済活動において必要不可欠な もの とな ってお り,我 が国

の産業を支え る基盤 とな ってい る。 また,地 域経済の発展 にとっても情

報通信が大 き く寄与す ることが期待 されている。

ここでは,情 報通信 と地域経済の関係 について分析す る。

1-2-1地 域経済 と通信

ここでは,分 析可能で地域 バランスを考慮 した10道 府県及び地域 ブロ

ックにおいて,通 信 とそれ ぞれの地域経済 との関係を分析す る。合わせ

て,県 民経済 での運輸 ・通信業の動 向についてみ る。

(1)道 府県別の分析

ここでは,使 用可能 な直近のデータとして55年 道府県別産業連関表を

用い,産 業連関表の基本分類の うち「郵便」,「 国内電信電話」,「国際電

信電話」,「その他の通信サ ー ビス」が統合 されてい る通信部門を取 り上

げた。

道府県別 の分析対 象 として,こ こでは北海道,岩 手,千 葉,神 奈川,

新潟,愛 知,大 阪,岡 山,徳 島及 び大分の10道 府県 を取 り上げた。

対象道府県の産業構造は,II-1-2-1表 の とお りである。

ア 各道府県における通信

我が国の通信部門の総生産額 に占め る各道府県の比率 と,当 該道府県

の全生産額が我が国の総生産額 に占め る占率 との関係を示す と,H-1

-2-2図 のとお りである。

全国の総生産額に占め る当該道府県生産額 の割合 よりも,全 国の通信

部門総生産額に 占める当該道府県 の通信部門生産額 の割合が高いのは,
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1【-1-2-1表 道府県別産業構造(55年)

区 別
生 産 額 産 業 構 造(%)

害。億剖 全国シあ 第1次 産業1第 ・次蘇 第3次 産業

北 海 道 23,239 4.2 7.2 29.5 63.2

岩 手 4,638 0.8 92 30.0 60.8

千 葉 22,433 4.0 2.5 50.9 46.6

神 奈 川 39,497 7.1 O.4 56.6 43.0

新 潟 9,296 L7 4.4 38.6 57.0

愛 知 41,797 7.5 1.1 54.7 44.2

大 阪 44,876 8.1 0.2 43.5 56.3

岡 山 ll,560 2.1 2.2 6L5 36.3

徳 島 3,005 0.5 6.4 37.3 56.2

大 分 5,936 Ll 4.9 50.8 44.3

全 国 555,040 100.0 2.9 43.6 53.5

「55年地域産業連関表」(各 道府県),「55年 産業連関表」(行政管理庁)に より作成

(注)全 国の数値は,55年 産業連関表による。

大阪,北 海道,岩 手 の3道 府県 で,特 に,大 阪が高 くなっている。 この

3道 府県に共通す ることは,総 生産額 に占め る第3次 産業 の割合が全国

平均 よ りも高 く,第2次 産業 の割合が全国平均 よ りも低い ことであ る。

また,通 信部門生産額 と,第2次 産業及び第3次 産業 の生産額 の相対

比 との関係 を示す と,H-1-2-3図 の とお りである。

大 阪を除い て他の道県 は,ほ ぼ直線上に位 置 してお り,第2次 産業に

対 し第3次 産業の割合が高いほ ど,通 信部門の総生産額に 占め る割合が

大 き くなるこ とが分か る。

これ は,通 信部門の生産が第3次 産業に依存す る ところが大 きい こと

を示 している。

大阪及び全 国平均が直 線上 よりも高い位置 にあるのは,大 阪及び東 京
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五一1-2-2図 道府県別通信部門の地位(55年)

通

舘

羅10崖

讐

募

垂

蓬

寮

碧

誇

護

募

響%

0%510

全国の総生産額に占める当該道府県生産額の割合

「55年地域産業連関表」(各 道府県),「55年 産業連関表」(行 政管理庁)

により作成

が大都市 圏の通信需要の中心 として高い ウェイ トを有 してお り,そ の結

果 として,全 国平均が上方ヘ シフ トしてい るため と考えられ る。

イ 各地域 におけ る通信利用

各地域におけ る産業分野等 におけ る通信の利用 について分析す る。

(道府県別の通信需要)

通信部門の産 出構造を利用して,道 府 県別の通信需要を分析す る。

道府県別にみ た通信の需要先は,H-1-2-4表 の とお りである。

通信部門の需要構造をみる と,全 国ベ ースでは産業部門(内 生部門)

が71.3%,民 間消費等の最終需要部門が28.7%で ある。
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皿一1-2-3図 通信部門生産額と第3次 産業生産額との関係(55年)
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産業部門の計 を100%と した場合,通 信部 門の需要先は,全 国ベース

では第3次 産業が72.6%,第2次 産業 が26.4%,第1次 産業が1.0%を

占めてい る。

この需要比率を産業構造比率で除 した数値 をみ ると,全 国ベ ースでは

第1次 産業が0.31,第2次 産業が0.53,第3次 産業が1.20で あ り,通 信

部門が第3次 産業 と密接な関係にあるこ とを示 してい る。

道 府県別 にみると,岩 手及び大 阪は全産業部門で全国ベ ースを上 回っ

てお り,こ の2府 県 の産業は財及 びサ ー ビスを生産す る際に全 国平均 よ

り多 くの通信 を利用 してい るのが分か る。

また,道 府 県別 の需要先の特徴的 なこととして,千 葉及 び神奈川 の輸
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1【-1-2-4表 通 信 部門 の需 要 構造(55年)

(単 位:劣)

区 別

北海道

岩 手

第1次
産 業

1。8

(2.8)

2.3

(3.7)

千 葉1,8:1)

神奈川

新 潟

愛 知

大 阪

岡 山

徳 島

大 分

全 国

0.2

(o。2)

1.3
(1.9)

0。3

(o.4)

0.1
(o.1)

0.7

(1.4)

!,0
(1.5)

1.2
(1.7)

0.7

(1.0)

第2次
産 業

7.1
(lI.4)

10.9
(17,7)

21.4
(33.6)

29.7

(40.8)

16.5
(23.0)

i8.1
(26.0)

14。5

(22.0)

17.0
(308)

16.8
(24.0)

19.6

(28.4)

18,8
(26.4)

第3次
産 業

53.4
(85,7)

48.4
(78.6)

41.7
(65.5)

42.9

(59.O)

54.0
(75.1)

51.5
(73.7)

51.2

(77.9)

37.4
(679)

52.3
(74.6)

48.3
(69.9)

51.8
(72.6)

内生計

62.3
(100,0)

61,6

(IQQ,0)

63.7

(100.0)

72.7

(100.O)

71.8

QOO.0)

69,9

(1QO.0)

65.8
(!QO.O)

55.1

(IOOO)

70.2

(100.O)

69.1
(100.0)

71.3
(100.Q)

民間消費

37.1

38.0

30.5

26.6

28.2

28.1

31.8

446

29.8

30.9

28.3

その他

0,6

0.4

5.8

0.7

0,0

2,0

2.4

03

0.0

0,0

0.4

最終需要
計

37.7

38.4

36.3

27,3

28,2

30.1

34.2

449

29.8

30.9

28.7

輸移入

△1 .0

△0,6

△18.4

△13 .8

△5,8

△3.2

△1.0

△0!

0.0

0.0

△0.4

総供給額

100.0

100.O

100.0

100.0

lOO.Q

100.0

100.0

1000

100.0

100.0

lOO.0

「55年地域産業連関表」(各 道府県),「55年 産業連関表」(行政管理庁)に より作成

(注)1.全 国の数値は,55年 産業連関表による。

2.()内 は,内 生計を100と した場合の各産業の割合である。

移入の水準の高 さが挙げ られ る。 これは,東 京 とい う巨大な大都市 の後

背地 として,通 信分野において両県が,大 き く東京 に依存 してい ること

を示す ものであ る。

(各産 業の生産額 に占め る通信 の割合)

各産業 の生産額 に占め る通信の割合についてみ ると,全 国ベ ースでは
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第1次 産業が0.22%,第2次 産業が0.38%,第3次 産業が0.86%で あっ

た。

地域別にみる と,第1次 産業 では大阪,神 奈川等,第2次 産業 では大

阪及び神奈 川,第3次 産業では大阪及び北海道が全国ベ ース よ りも高い

比率を 占めている。

また,大 阪に関 しては各産業 とも生産額 に占め る通信の利 用が全 国べ

互一1-2-5図 道府県別通信部門の生産誘発効果と生産誘発額(55年)
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「55年地域産業連関表」(各道府県),「55年 産 業連関表」(行 政管理庁)

に より作成

(注)L全 国の数値は,55年 産業連関表による。

2.棒 グラフ内の数値は,生 産誘発額である。

3.生 産誘発効果は,通 信部門の逆行列係数の列和をその列の通

信部門の逆行列係数で除すことにより求められる。
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一ス よりも高 く,通 信が各産業で広 く利用 され てい ることが分か る。逆

に岡山は各産業 とも生産額 に占め る通信の利用が全国ベース よ りも低 く

なってい る。

ウ 通信部門の生産誘発効果

道府県別にみた通信部門 の生産誘発効果及 び生産誘発額は,H-1-

2-5図 の とお りであ る。

各道府県別にみ ると,北 海道の1,32か ら大分 の1.13に まで分布 してい

る。各道府県の投入構造の差異を反映 し,生 産誘発効果 に もかな りのば

らつ きがみ られ る。

55年 の通信部門 の生産額 は4兆8,993億 円であ り,生 産誘発 効果1.37

に より,全 国の生産誘発額 は,1兆8,127億 円であ った。

道府県別にみ ると,最 も多い大阪では1,170億 円,最 も少ない徳島で

44億 円であ った。

(2)地 域ブ ロ ック別 の分析

ここでは,利 用可能 な直近のデータとして,55年 地域間競争移入型産

業連関表を用い て地域 ブロックごとの通信の利用につい て分析す る とと

もに,特 に通信部門の地域間の移出入 についてみ る。

ア 各地域 ブ ロックにおけ る通信部門の地位

各地域 ブロックにおけ る通信部門の生産額や全国に占め る比率は,H

-1-2-6表 のとお りであ る。

全国の通信部門の総生産額の うち各地域 ブロックが占め る割合は,関

東が42.39%,次 いで近畿が18.45%,中 部が8.88%で ある。

これ と,各 地域 ブロックの総生産額 の全国に占め る割合 と比較 してみ

る と,お おむね対応 している。

しか し,中 部 ブロックについては,総 生産額では全 国の12.45%を 占

めていた ものが,通 信部門 の生産額 では全国の8.88%と 著 し く低い値 と



∬-1-2-6表 地域ブロック別通信部門の地位(55年)

巳

O＼ 北海道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 国 九 州 沖 縄 全 国
昌

通 信 部 門 生 産 額
(億円) 2,434 3,089 20,768 4,352 9,037 2,900 1,416 4,706 290 48,992

1 tl 1 II 1

全 産 業 生 産 額
(億円)

230,270344,3442,149,903680,855967,372415,045172,724476,28029,8635,466,657

各地域プロソクにおける
通信の比重(%)

1.060,90 0.970.640.930.700.820.990.97

伴

o.go繭

全国の通信部門生産額に
占める各地域ブロックの
比重(%)

4.976.31 42.398.88t8.455.922.899.610.59100.00

全国の総生産額に占める

各地域ブロックの比重
(%)

4.216.30 39、33t2.4517.707.593.168.710.55100.00

「55年地域間競争移入型産業連関表」(通 商産業省)に より作成

(注)東 北とは青森,岩 手,宮 城,秋 田,山 形及び福島である。関東とは茨城,栃 木,群 馬,埼 玉,千 葉,東 京,神 奈川,新

潟,山 梨,長 野及び静岡である。中部 とは愛知,岐 阜,三 重,富 山及び石川である。近畿とは福井,滋 賀,京 都,大 阪,

兵庫,奈 良及び和歌山である。



1-2地 域経済の発展と情報通信 一121一

なっている。 これは,先 の道府県別の分析 でみた ように,愛 知の通信 部

門生産額 の総生産額 に占め る割合が低い こと,通 信部門が第3次 産業に

対す る依存度が高いのに,中 部 ブロックでは,第3次 産業の比率が低 い

ことな どに よる。

イ 通信部門の産出構造

各地域 ブ ロックの通信部門の産 出構造 をみ ると,産 出比率が最 も高い

のは各地域 ブロ ックとも第3次 産業,次 いで民間消費支出であ つた。

通信部門の生産額 と通信部門産 出額に占め る第3次 産業の シェアの関

係は,■-1-2-7図 のとお りであ る。

通信部 門産出額 に占め る第3次 産業の シェアが高いほ ど,総 生産額 に

占め る通信部門の生産額の割合がおおむね高 くな ってお り,通 信産業 の

第3次 産業への依存度 の高 さをここで示 してい る。

通信部門の第3次 産業へ の産 出先の うち,最 も産 出比率が高いのは,商

業で,次 い でサー ビス業,金 融 ・保険の順 とな ってい る。 ただ し,四 国及び

1【-1-2-7図 通信部門生産額と第3次 産業(55年)
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通 信部門 産出額 に 占め る第3次 産業 の割合

出 典等 はH-1-2-6表 と同 じ。
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沖縄では商業 よ りもサ ービス業へ の産出比率のほ うが高 くな ってい る。

ウ 各地域 ブ ロックの相互関連

通信は コ ミ_ニ ケーシ ョンの手段であ り各地域 ブロック内で閉鎖的に

活動が終わ る ものではな く,他 の地域 ブロ ックとの間にかな り大 きい移

出入があ る。

この移出先,移 入元の構 造は,各 地域 ブロック間の関係 を通信活動の

面か ら示す もの といえ る。

通信部門の特徴 として,移 出入 とも関東 との関係が顕著 であることが

挙げ られ る。

(通信部門の移出先)

地域 ブロックの通信部門の移 出総額に 占め る移出先 の ウェイ トは,H

-1-2-8図 の とお りであ る。

関東への移 出額が移出総額 の5割 を超えてい るのは,九 州,北 海道,

東北及び中国であ り,移 出先が関東 に集中 してい ることが分か る。

】[-1-2-8図 各地域ブロックの通信部門の移出先(移 出総額に占め

るウェイ トが10%以 上)(55年)

鯵
出典等はH-1-2-6表 と同じ。

(注)移 出とは,自 地域の生産物が他地域に搬入され消費されたもの。
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このことは,通 信を通 じてみた場合には,関 東,特 にその中核 の東京

が全国の情報の コン ト巨一ルタ ワーとしての役割を果 たしていることを

示 してい るものであ る。

例外的に移 出先 として関東 よ り他 の地域 ブβックの方が上回ってい る

のは,近 畿の中国への移出のみである。

関東の移出先 としては,近 畿へ の移出が25.0%と 最 も多いが,東 北,

九州,中 部及び中国への移 出も10%を 超えてお り,移 出先は各 ブロックに

分散 され てお り,関東,特 に東京の全国拠点 としての性格を示 してい る。

(通信部門の移入元)

各地域 ブロックの通信部門の移入総額に占め る移入元の ウェイ トは,

H-1-2-9図 の とお りである。

各地域 ブロックの移入総額の中で最 もウェイ トの高い相手地域 ブロッ

クは関東 であ り,最 も低い沖縄 で も57.5%を 占め,最 も高い四国 で は

五一1-2-9図 各地域ブロックの通信部門の移入元(移 入総額に占

めるウェイ トが10%以 上)(55年)
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出典等はH-1-2-6表 と同じ。

(注)移 入とは,他 地域の生産物が自地域に搬入され消費されたもの。
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94.0%に もな っている。

(3)地 域 にお ける運輸 ・通信業

ここでは,運 輸 ・通信業 の総生産額 の地域別の状況 について,県 民経

済計算年報(経 済企 画庁)を 利用 して分析す る。

ア 都道府県における運輸 ・通信業

50年 度,55年 度及 び60年 度の都道府県別県内総生産額 と運輸 ・通信業

県内総生産額は,H-1-2-10表 のとお りである。

50年 度か ら60年 度 までの各都道府県におけ る県 内総生産額の伸 び と運

輸 ・通信業県内総生産額の伸 びをみ ると,全 国平均では前者が2.10倍,

後者が2.11倍 とほぼ 同一であ る。

60年 度の国内総生産額 に占める県 内総生産額 の割合が高い地域 は,東

京(17.16%),大 阪(8.67%)等 で あった。 また,関 東については各都

県 とも50年 度 のシェアに比べ て60年 度の シェアの方が高 くな ってい る。

運 輸 ・通信業についてみ ると,東 京 が23.60%,大 阪が7.99%等 とな

っている。

都道府県別にみる と,運 輸 ・通信業の 伸び が高か ったのは,千 葉 の

3.58倍,埼 玉 の3.12倍 等 であった。

県 内総生産額 と運 輸 ・通信業県内総生 産額 の伸び の全国平均 よ りも高

く,か つ,県 内総生産額 の伸び よ りも運輸 ・通信業県内総生産額 の伸び

のほ うが高か った都道府県は,山 形,茨 城,栃 木,群 馬,埼 玉,千 葉,

福井,長 野,奈 良,鹿 児島であ り,そ の うち5県 は関東の県であ った。

関東 は県内総生産額が伸び てい るばか りでな く,そ れ以上の割合 で運

輸 ・通信業総 生産額 が伸びてい るのが分か る。

地域 ごとの分散 を変動係数でみる と,運 輸 ・通信業は約1.7で,総 生

産額 の1.3を 上 回ってい る。 これは,人,物,情 報の流れ とい う社会 ・

経済のネ ッ トワー クに当た る部 門の集 中の強 さを示 している。
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豆一1-2-10表 都道府県別県内総生産額

(単 位:10億 円,%)

県 内 総 生 産 額 運輸・通信業県内総生産額

区 別 50年 度 55年 度 60年 度 50年度 55年 度1・ ・鰻

生産額 全国比 生産額 全国比 生産額 全国比生産額全国比生産額全国比1生産額全国比

北海道青 森

岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城栃 木

群 馬埼
玉
千 葉
東 京
神奈川
新 潟
富 山
石 川
福 井山 梨

長 野
岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀京
都大
阪
兵 庫奈 良

和歌山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口徳 島

香 川
愛 媛高 知

福 岡
佐 賀
長 崎
熊 本
大 分宮 崎

鹿児島
沖 縄

6,449

1,467

1,420

2,423

1,335

1,318

2,234

2,788

2,261

2,031

4,648

4,711

25,547

8,537

2,818

1,483

1,398

979

835

2,328

2,276

4β92

9,590

2,084

1,363

3,103

14,293

6,494

992

1,406

669

806

2,445

3,991

2,055

887

1,241

1,709

831

6,023

893

1,561

1,792

1,265

1,047

1,586

931

4.22
0.96
0.93
1.59
0.87
0.86
1.46
1.83
1.48
1.33
3.04
3.08
16.73
5.59
1.85
0.97
0.92
0.64
0.55
1.52
1.49
2.88
6.28
1.36
0.89
2.03
9.36
4.25
0.65
0.92
0.44
0.53
1.60
2.61
1.35
0.58
0.81
1.12
0.54
3.94
0.58
1.02
1.17
0.83
0.69
1.04
0.61

11,122

2,298

2,228

4,004

2,093

2,073

3,719

4,841

4,057

3,593

8,232

8,021

40,195

14,575

4,455

2,382

2,212

1,593

1,381

3,832

3,640

7,209

16,252

3,318

2,260

5,018

22,687

10,746

1,800

1,915

1,075

1,289

3,836

6,042

3,086

1,352

1,950

2,559

1β43

9,653

1,479

2,380

2,956

2,274

1,803

2,644

1,499

4.47
0.92
0.89
1.61
0.84
0.83
1.49
1.94
1.63
1.44
3.31
3.22
16.14
5.85
1.79
0.96
0.89
0.64
0.55
1.54
1.46
2.90
6.53
1.33
0.91
2.02
9.11
4.32
0.72
0.77
0.43
0.52
1.54
2.43
1.24
0.54
0.78
1.03
0.54
3.88
0.59
0.96
1.19
0.91
0.72
1.06
0.60

12,889
2,893
2,730
5,149
2,447
2,631
4,700
6,795
5,008
4,949
11,182
10,762
55,101
19,005
5,716
2,914
2,731
2,069
2,037
5,116
4,727
9,767
21,604

4,263
3,289
6,463
27,852
13,112
2,353
2,210
1,328
1,626
5,032
7,532
3,705
1,629
2,298
3,139
1,578
11,799
1,791
2,973
3,868
2,684
2,200
3,448
2,063

4.01
0.90
0.85
1.60
0.76
0.82
1.46
2.12
1.56
1.54
3.48
3.35
17.16
5.92
1.78
0.91
0.85
0.64
0.63
1.59
1.47
3.04
6.73
1.33
1.02
2.01
8.67
4.08
0.73
0.69
0.41
0.51
1.57
2.35
1.15
0.51
0.72
0.98
0.49
3.67
0.56
0.93
1.20
0.84
0.69
1.07
0.64

443
97
70
175
65
60
115
112
93
82
201
225
2,540
604
135
67
83
42
35
104
106
272
602
129
86
196
889
566
47
110
30
37
157
266
136
57
85
127
46
433
56
96
100
77
60
119
94

4.29
0.94
0.67
1.70
0.63
0.58
1.11
1.08
0.90
0.80
1.95
2.17
24.60
5.85
1.31
0.64
0.80
0.41
0.34
1.01
1.03
2.63
5.84
1.25
0.83
1.90
8.61
5.49
0.45
1.06
0.29
0.36
1.52
2.58
1.31
0.55
0.82
1.23
0.45
4.19
0.55
0.93
0.97
0.74
0.58
1.15
0.91

775
156
130
269
104
108
173
211
151
144
414
573
3,780
891
223
106
133
75
57
178
180
432
1,036
188
144
310
1,457
978
113
141
51
58
266
369
213
83
123
179
74
701
81
162
180
126
108
206
139

4.63
0.93
0.78
1.60
0.62
0.65
1.03
1.26
0.90
0.86
2.47
3.42
22.57
5.32
1.33
0.64
0.79
0.45
0.34
1.06
1.07
2.58
6.19
1.12
0.86
1.85
8.70
5.84
0.67
0.84
0.30
0.35
1.59
2.20
1.27
0.49
0.74
1.07
0.44
4.19
0.49
0.97
1.07
0.75
0.65
1.23
0.83

931
212
166
353
120
146
228
293
209
206
627
803
5,131
1,172
298
140
169
100
74
242
246
574
1,229
264
193
464
1,737
1,230
138
153
64
85
353
487
243
101
152
214
76
875
96
196
201
154
134
275
180

4.29

0.98

0.77

1.62

0.55

0.67
1.05

1.35

0.96

0.95

2.89

3.69

23.60
5.39

1.37

0.65

0.78

0.46

0.34

1.11
1.13

2.64

5.65

1.22

0.89

2.13

7.99
5.66

0.63

0.70

0.29

0.39

1.62

2.24
1.12

0.47

0.70

0.98

0.35

4.02

0.44
0.90

0.93

0.71

0.62

1.26

0.83

合 計 152,735 100.00 248,970 ・・・…132…59 100.00 10,324 100.00 ・6・74gト・・… 21,737 100.00

変動係数 1.30 ・・271 1.31 1.76 1.64 1.68

「県民経済計算年報」(経 済企画庁)に より作成

(注)変 動係数=標 準偏差÷平均値
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イ 政令指定都市における運輸 ・通信業

60年 度の政令指定都市 におけ る市内総生 産額 と運輸 ・通信業市 内総生

産額は,H-1-2-11図 の とお りである。

政令指定都市が所属す る道府県における,県 内総生産額及び運 輸 ・通

信業県内総生産額に占める政令指定都市 の市 内総生産額及び運 輸 ・通信

業市内総生産額の割合は,各 都市 とも高い比率を 占めてい る。

しか し,政 令指定都市 の中で も,都 市機能 の性格に よって生産額 の集

中度 に差があ ることが分か る。

60年 度 の同一県 内にある川崎市 と横浜市 とを比較す ると,市 内総生産

額 の県 内総生産額 に占め る割合では,横 浜市 は 川崎市 の1.90倍 である

が,運 輸 ・通信業 の総生産額 でみる と,横 浜市 は川崎市 の3.56倍 とな っ

てお り,運 輸 ・通信業においては横浜市 のほ うが生産額 がよ り集中 して

いるのが分かる。

1【-1-2-11図60年 度政令指定都市別市内総生産額
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「県民経済計算年報」(経済企画庁)に より作成
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同 じく,同 一県内にある北九州市 と福岡市 とを比較す る と,市 内総生

産額の県 内総生産額 に占め る割合では,福 岡市 は北九州市 の1.29倍 であ

るが,運 輸 ・通信業 の総生産額でみ ると,福 岡市は北九州市の1.54倍 と

なってお り.運 輸 ・通信業においては福岡市 のほ うが生産額が よ り集中

してい るのが分か る。

ここに共通す ることは,横 浜市 と福 岡市が県庁所在都市 とい う行政,

商業,金 融 のウェイ トが高 く,情 報発信の中心地で あること,川 崎,北

九州市 は工業都市であることである。運輸 ・通信業は この ような情報 の

集積点,ネ ットワー クの拠点に集 中す ることが分か る。

1-2-2地 域に展開する情報通信関連産業

ここでは,地 域経済 の発展や地域の情報化に大 きな影響を与え る情報

通信関連産業 の各地域 におけ る展開状況について総務庁の事業所統計 に

より分析す る。

(1)都 道府県別の情報通信関連産業の展開状況

ここでは,地 域に展開 している事業所 の うち民営 の情報通信関連産業

(国 ・日本国有鉄道及び地方公共 団体の事業所を除 く。)に つい て,通 信

業,放 送業,情 報通信関連 ハー ド産業及び情報通信 関連 ソフ ト産業を取

り上げ分析す る。

61年 の都道府県別の情報通信関連産業の事業所数及び従業者数は,H

-1-2-12表 及びH-1-2-13表 に示す とお りであ る。

ア 通信業

通信業 とは,こ こでは電信電話業,有 線放送電話業及び通信に附帯す

るサ ービス業を指す。

全国の通信業の事 業所数は7,260で あ り,従 業者数は約29万2千 人で

あった。
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豆一一1-2-12表61年 の都府県別情報通信関連産業事業所数(民 営)(単 位:事 業所)

区 別 睡 紳 業所数 通 信 業 放 送業腱 縷 連騨 糠 連
北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田
山 形
福 島
茨 城栃 木

群 馬
埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟
富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野岐
阜静
岡

愛 知
三 重
滋 賀
京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山
鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口
徳 島
香 川
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高 知
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佐 賀
長 崎
熊 本
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崎

鹿 児 島沖
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194.86

785,170

300,894

145,916

67,628

78,674

55.69
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合 計 6,494,341 7,260 1,519 25,240 14,161

「61年事業所統計」(総 務庁)に より作成

(注)L情 報通信関連ハー ド産業とは,電 線・ケーブル製造業,通 信機械器具・同関連機械器
具製造業,電 子計算機・同附属装置製造業及び電子機器用・通信機器用部分品製造業
である。情報通信関連 ソフト産業とは,情報サービス業及びニュース供給業である。
2,全 産業には農林漁業は含まない。
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61年 の都道府県別楕報通信関連産業従業者数(民 営)(単 位:人)
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出典 等 はr[-1-2-12表 と同 じ。
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通信業 において従業者数が多い地域 の シェアは,東 京が14.8%,大 阪

が8.6%で あ るが,変 動 係数 でみ ると1.11で あ った。 これは,全 産業の

変動係数(1.18)と 比べ て も小 さ く,通 信業が比較的全 国的 に分散が進

んでい る産業であ ることを示 してい る。

イ 放送業

放送業 とは,こ こでは公共放送業,民 間放 送業及 び有線放送業 を指す。

全国の放送業の事業所数 は1,519で あ り,従 業者数 は約5万8千 人で

あ った。

放送 業において従 業者数が多い地域 のシェアは,東 京が26.9%,大 阪

が10,9%で あ り,変 動係数でみる と1.89で あ り,集 中化が進 んでいる産

業であ ることを示 している。

特に,東 京へ の従業者数の集 中が 目立 ってい る。 これ は,東 京 が番組

の企画,制 作,発 出等の中心 である ことを示 してい る。

逆 に,奈 良の約200人 をは じめ として,三 重,滋 賀,和 歌山等 の低 さ

が 目立 ってい る。 また,東 京を除 く首都圏 も全般的に低 くな っている。

これは,こ れ らの地域が テ レビジ ョン放送 の放送対象地域 と しては広域

圏に属 してお り,東 京,大 阪又は名古 屋に依存 してい ることを示 してい

る。

ウ 情報通信関連 ハー ド産業

情報通信関連ハー ド産業 とは,こ こでは電線 ・ケーブル製造 業,通 信

機械器具 ・同関連機械器具製造 業,電 子計算機 ・同附属装置製造 業及び

電子機器用 ・通信機器用部分品製造 業をい う。

全 国の情報通信関連 ハー ド産業 の事業所数 は2万5,240で あ り,従 業

者数は約128万8千 人 であった。

情報通信関連ハ ー ド産業 において従 業者数 が多い地域 のシ ェアは,神

奈 川が12.5%,東 京が11.9%で あ り,変 動係数でみ る と,全 産業 の変動
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係数 とほぼ 同 じであ る1.21で あ った。

情報通信関連ハ ー ド産業 の特徴 として,山 形,福 島,秋 田,岩 手,宮

城,群 馬,栃 木等の南東北地域及び北 関東地域 で従業者数が比較的多い

ことが挙げられ る。 また,情 報通信関連 ハー ド産業が これ ら地域の産 業

に占め る割合 も高い ことから,比 較的各地方への分散にな じむ産業であ

ることを示 している。

工 情報通信関連 ソフ ト産業

情報通信関連 ソフ ト産業 とは,こ こでは情報サー ビス業及びニ ュース

供給業をい う。

全国の情報通信関連 ソフ ト産業 の事業所数は1万4,161で あ り,従 業

者数は約35万2千 人 であった。

情報通信関連 ソフ ト産業の従業者数が多 い 地域 の シェアは,東 京が

49.9%,大 阪が11.0%で あった。東京のみで全 国の約半分 のシェアが あ

り,2地 域 で全国の約6割 のシェアを占めている。変動係数でみて も,

3.43と 高い もの とな っている。典型的な大都市集中型産業 であ る。 さら

に地域 ブロ ックでみた場合 も,そ の ブロックの中心 の都府 県に集中 して

いる。

この大都市,あ るいは地方中枢都市へ の集中度の高 さは,放 送業や情

報通信関連 ソフ ト産業は,情 報 の処理 ・加工を直接行 う部門であ り,こ

こでは情報の集積効果が働 くこと,ま た,本 源的な情報発信源 と直接接

触を必要 とす ることに起因 してい る。

オ 人 口30万 人以上 の都市 におけ る情 報通信関連産業

ここでは,人 口30万 人以上の都市 におけ る情報通信関連産業の特徴を

み ることとす る。

人 口30万 人以上の都市 におけ る情報通信関連産業の従業者数は,H-

1-2-14表 の とお りである。
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皿一1-2-14表61年 の人ロ30万 人以上の都市における情報通信関連産業従業者数

(民営)(単 位:人)

都道府県名 都 市 名 通 信 業 放 送 業 情報通信関連 情報通信関連ハー ド産業 ソフト産業

市
市
市

幌
館
川

札
函
旭

道海北

4,507

913

1,2【3

2,015
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横
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横
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一
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潟
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一
川

一
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一
阜

静 岡

新 潟 市

富 山 市

金 沢 市

長 野 市

岐 阜 市

静 岡 市

浜 松 市

1,621

1,367

2,658

2,190

1,282

2,053

615

833

497

566

592

243

1」05

160

566

3,997
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10,955
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1,575

3,130

2,122
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愛 知
名古屋市
豊 橋 市
豊 田 市
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霧
2,370

野

4,414

861

1,798

京 都 京 都 市 4,Ul 604 6,626

12,576

268

79

2,939
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都道府県名 都 市 名

市
市
市
市
市
市
市

阪

中
・
槻
燕

大
堺
豊
吹
高
枚
東

阪大

市
市
市
市

戸
路
崎
宮

神
姫
尼
西

庫兵

奈 良 奈 良 市

和 歌 山 和歌山市

岡 山 市岡 山
倉 敷 市

広 島 矯錘

香 川 高 松 市

愛 媛 松 山 市

高 知 高 知 市

福 岡 翻 卜i需

通 信 業

18,211

1,475

309

418
265

373

430

4,700

1,095

685

790

1,143

571

1,795

820

5,303

563

1,631

2,465

1,llO

2,78i

5,035

長 崎 長 崎 市

熊 本 熊 本 市

大 分 大 分 市

鹿 児 島 鹿児島市

沖 劃 那覇 市 1

810

3,278

1,415

1,847

1,058

放 送 業

5,003

76

80
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20
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4
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4

7
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ハー ド産業

3

2

-

1

6

1

3
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132

220
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134

963

4,272

3,298

5,490

1,296

情報通信関連
ソフト産業

33,743

472

926

2,277

73

192
143

3,078

416

578

743

450 77

6[O 535

297

1,097

690

1,541

1,ll8

706

18

4,001

4,195

632

680

543

595

6231

545

3,752

3,156
.

184

0

2,657

278

3,720

830

1,042

1,326

507

1,694

8,279

774

1,511

918

935

876

合 十
「
三
口

152・4821 44・72313・3,61・ 296,795

出典等はH-i-2-12表 と同じ。

情報通信関連産業 において,人 口30万 人以上 の都市の従業者数が全 国

の情報通信関連産業の従業者数に占め るシェアは通信業 では52.3%,放
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送業では77.7%,情 報通信関連ハー ド産業では28.2%,情 報通信関連 ソ

フ ト産業 では84.2%で あった。

この中で も,都 市機能 の性格に よ り部門 ごとの集積度合に顕著な差が

あ る。す なわち,同 じような大都市 であ って もブロックの中枢 機能を有

す るか否か,ま た,同 一都道府県 内にあ って もその中枢機能を有す るか

に よって差がみ られ る。 まず,我 が国の第2位,第3位 の大都市 である

横浜市 と大阪市を比較 した場合,近 畿地方の中枢機能を有 す る大 阪市は

横浜市 に比べ放送 で11.6倍,情 報通信関連 ソフ ト産業で2.5倍 となって

いる。

また,同 一県 内でみて も,千 葉県では,そ の中心の千葉市 と市 川,船

橋及び松戸の3都 市を合計 して も,人 口は後者が多いに もかかわ らず,

千葉市以外の3都 市の放送や情報通信関連 ソフ ト産 業の従 業者数 を合計

しても千葉市 の従業者数 を下回 っている。

同 じく,福 岡県についてみ ると,第2次 産業主体 の北九 州市 と九州 ブ

ロ ック,県 の中枢機能を有す る福岡市 を比較す ると,福 岡市は北九州市

に比較 して,放 送業 で6.1倍,情 報通信関連 ソフ ト産 業で4.9倍 となっ

ている。

他方,通 信業や情報通信関連 ハ・一ド産業に関 しては この ような大 きな

差はみ られない。

この ことは,情 報の処理 ・加工等に直接 係わる ものの中枢都市への集

中の高 さを改 めて裏付け るもの といえ よ う。

(2)地 方公共団体 と情報産業関連企業

ア 情報産業関連企業 の立地状況

郵政省 の調査に よれ ば,情 報機器製造業者,ソ フ トウェア業者,情 報

処理業務を行 う情 報サー ビ ス 業者等(以 下 「情報産業関連企業」 と い

う。)の 立地状況に関して,市 区町村では 「非常に多い」 ある い は 「か
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皿一1-2-15図 惰報 産 業 関 連企 業 の 立 地状 況

0%20%40%60%80%100%一
71.8%(1,684)

非常 に少ない

12.9%

(303)

比 較 的 少 な い

ど ち ら と もい え な い9.6%(226)

か な り 多い3.5%(82)

非 常 に 多い0,6%(15)

無 回 答1.5%(36)

郵政省調査による。

(注)()内 の数値は回答数である。

な り多い」 とした ものは4.1%に とどまっている(H-1-2-15図 参

照)。

しか し,人 口規模 別にみ ると,人 口30万 人以上 の都市では 「非常に多

い」 あるいは 「かな り多い」 とした ものが34.0%と 高 くな っている(H

-1-2-16表 参照)。 また,こ の割合は 都市の人 口規模が小 さ くなる

につれて低 くなる傾 向があ る。 これは,情 報産業関連企業の大都市 での

展開を地方公共 団体 の側か らみて も裏付ける ものである。

イ 情報産業関連企業 の立地 の促進

今後の情報産業関連企業の立地 の促進についてみ ると,地 方公共団体

は概 して積極的 である。

「積極 的に促進 したい」あるい は 「で きれば促進 したい」 とした もの

が87.0%で あった(H-1-2-17図 参照)。

これは,情 報産業関連企業の雇用吸収力の高 さ,今 後の発展性の高 さ

等が評価 され,地 域経済 の発展のために リーダー的役割を果たす ことが

期待 され ているため と考えられ る。

人 口規模別にみると,「 積極的に促進 したい」 と考えて い る地方公共
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五一1-2-16表 人 ロ規模別情報産業関連企業の立地状況

(単位:%)

区 別 非 常 に か な り どちらとも 比 較 的 非 常 に
多 い 多 い いえない 少 な い 少 な い

無 回 答

区 部
2

11.1

3

16.7

3

16.7

5

27.8

4

22.2

ー

ノ05

市

部

合 計 、1 ,ll
91

17.6

135

26.2

239

46.3 α1

30万人 以上 診
15

28.3

17

32.1

lo

l8.9

8

五5.1 =

20～30万 人

未 満
二

4

12.5

12

37.5

14

43.8 61 =

10～20万 人

未 満 =
11

13.4

23

28.0

30

36.6

18

22.O =

5～10万 人

未 満 。; 。1
26

15.4

47

27.8

86

50.9 α1

5万 人未満 1.1 旙 。il

34

18.9

125

69.4 =

町

村

部

合 計 旙 、ll 梶 lll
!,44i

79.5 lll

3万 人 以上 = 。1
8

12.5

ll

I7.2

43

67.2 二

1万5千 ～
3万 人未満 話 、ll ,ll

49

13.5

266

73.3 旙
1万 ～1万
5千 人未満 = 。1 ,ll ,鷺

260

80.7 ql
5千 ～
1万 人未満 旙 1.1 ,ll ,鮎

428

81.8 、ll

5千 人未満 = 1.1 。1 ,ll
120

82.8 講

村 部 = 、1 、}1 ,ll
324
82.O ,据

郵政 省調査による。

(注)上 段の数字は回答数である。
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五一1-2-17図 情報産業関連企業の立地促進の意向

0%20%40%60%80%100%

一

積極的に促進 したい 灘擁遡
郵政省調査による。

(注)()内 の数字は回答数である。

団体は,人 口規模が大 きいほ ど高い率 となっている(■-1-2-18表

参照)。

ウ 情報産業関連企業立地 に関する今後の意向

情報産業関連企業 の立地状況 と今後 の立地 に関す る地方公共団体の意

向をみ ると,情 報産業関連企業が多 いとした地域のほ うが,情 報産業関

連企業が少ない とした地域 よりも,今 後,立 地を促進 したい意 向が強い

ことが分かる(H-1-2-19表 参照)。

これは,情 報産業関連企業,特 に ソフ ト的 な部門は先にみてきた よ う

に,あ る一定以上の都市規模が必要な産業であ るこ と,あ るいは,情 報

の性質 として集積的 な効果が働 くことから,既 に情報産 業関連企業 が立

地 され ている地域 では立地が容易であるか らと考 えられ る。

(3)情 報通信関連産業の展開 と地域特性

以上みて きた ように,情 報通信は各地域経済 にとって重要な地位を 占

めてお り,地 域経済の発展 にとって情報通信は必要不可欠な もの となっ

ている。 また,情 報通信関連産業の雇用吸収力の高 さ,今 後の発展性を

考える と各地域 にお いて も情報通信関連産業の立地の必要性は高まって

い る。
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皿一1-2-18表 人 ロ規模別情報産業関連企業の今後の立地促進意向

(単位:%)

区 別 騰 促欝 促脚 まま鰭 讐鞭 抑制無回答
1

4区 部

22.2 、凋1諄==1諄

市

部

235合 計

45.5 、;ll、 男 。葦=。1

4030万人 以 上

75.5 、。lll.1===

20～30万 人19

未満59.4 、。ll====

10～2Q万 人43

未 満52.4 4211。1===

5～10万 人63

未 満37.3 5311,男 、1==

705万人 未 満

38.9 ,lll諮==。1

町

村

部

316合 計

17.4

1乙lll
1191、ll。}lll

163万人 以 上

25.Q 641}鈎1.1==

1万5千 ～77

3万 人 未 満21.2 ,認,男 。1=。1

1万 ～1万62

5千 人 未 満lg.3 、1虐1。 雪1.1=1.1

5千 ～104

1万 人 未 満lg.g 、1鴛1。 量,母=認

215千人 未 満

14.5 661;1411。1=1.1

村 部,ll 、llll5曳 、誓 。1。1

郵政省調査による。

(注)上 段の数字は回答数である。

「
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皿一1-2-19表 情報産業関連企業の立地状況と立地の促進

(単位:%)

情報産業関連企業の

立地状況について

合 計

い

い

い

い

い

答

多

多

斌

な

な

い

少

少

に

り

昌

的

に

回

常

な

坊

較

常

非

か

ど

比

非

無

情報産業関連企業の立地の促進について

合 計

100、0

100.O

lOO.Q

100.0

100.0

100.0

100.0

ば
た
れ
し
き
進
で
促

い

に
た

的

し

極
進
積
促

い

23.7

73.3

56.1

27。9

28.1

20.6

8.3

63.3

26,7

39.0

61.1

61.1

65.7

58.3

現状のま
までよい

9.9

4.9

10.2

8.6

10.6

2.8

促

い
わ

り
た
思

ま
し
は
い

あ
進

と
な

2.1

1.0

2.7

2.8

むしろ抑
制したい

0.0

0.1

無回答

1.0

Q。9

1.3

0。4

27.8

郵政省調査による。

その際,ソ フ ト的部門が都市規模の大 きいほ ど,ま た,中 枢機能 を有

しているほ どな じむ こと,ハ ー ド的部門がそ ういった ものにかかわ らず

比較的分散が容易であ ることといった,産 業別の性格に即 し,各 々の地

域特性に応 じて展開 し,我 が国経済の地域 ごとの均衡ある発展に資す る

ことが期待 され る。
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1-3地 方公共団体の情報提供事業と

地域の情報化の推進

今 日,情 報化が進展す る中で,そ れぞれの地域 において も,地 域 の独

自性を発揮 し,そ の地域 の実状,あ るいは将来展望を踏 まえた情報化 の

積極的な推進 が望 まれてい る。

地方公共 団体は,そ の地域 のかなめ として,地 域の社会経済 の発展を

支え る情報化 の進展につ いて も,重 要 な役割を果たす ことが期待 されて

い る。

ここでは,情 報通信の活用 による地方公共 団体 の情報提供事業等の現

状,そ の抱えている課題等につ いて分析す る。

1-3-1地 方公共団体の情報提供事業の現況

地方 公共 団体は,情 報通信 の活用を進 める中で,住 民福祉 の向上,地

域社会 の活性化等を図ってい る。 ここでは地方公共団体 の情報提供事業

等の現状 についてみる。

(1)情 報提供 の現状

ア 情報提供に利用 してい るメデ ィア

市区町村が,行 政一般情報 を提供す る場 合に利用 してい る メ デ ィ ア

は,n-1-3-1図 の とお りであ る。

これ らの うち,最 も活用 され てい るメデ ィアは,広 報紙誌,回 覧板,

パ ソフ レット等の活字 メデ ィアである。 こ れ は,活 字 メデ ィア の 簡便

性,経 済性,記 録性等が重視 されているた めであ る。

また,ラ ジオ放送及 びテ レビジ ョン放送については,区(ラ ジオ放送
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豆一1-3-1図 行政情報の提供に用いられるメデ ィア

(複数回答)

99.31::

%;i

雛 撲llli肇 論
郵政省調査による。

16.7%,テ レビジ ョン放送16.7%),人 口30万 人以上の市(ラ ジオ放送

52.8%,テ レビジ ョン放送67.9%)及 び人 口20～30万 人 の市(ラ ジオ放

送28.1%,テ レビジ ョン放送56.3%)の 利用意向が高い ことが 目立つ。

これは,マ ス ・メデ ィアが 同一 の情報を大量 に提供す るのに適 した メデ

ィアであること,区 部,大 都市 が電波料を負担 し得 る財政 力があ ること

などによる。

一方
,有 線放送電話は,町 部(20.1%)及 び村部(21.3%)に おいて利

用意向が高い。 これ らは,既 に地域に密着 した メデ ィア として,町 村部

に普及 してい ること,コ ス トが安 いことな どによるとい うことができる。

また,CATVの 利用意向が低 いのは,現 在のCATV施 設の大半が テ

レビジ ョン放 送の受信障害対策施設であ り,自 主放送を行 うCATVが

非常 に少ない ことに よる。

イ 情報化に対応 した研修 の実施 ・助成等 の取組状況

地方公共団体 が関与 している情報関連施策 の実施状況は,H-1-3

-2表 の とお りである。

全体的にみる と,情 報 化に対応 した研修 の実施 ・助成等が中心 とな っ
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五一1-3-2表 関与している情報関連施策(複 数回答)

(単位:%)

斎 一一 竺 舗
情報化に対応した研修の実施 ・助成

情報化に関する講演会や展示会の実施 ・
助成

大学等の情報関連学科の新設 ・誘致活動

高校等における情報関連機器の導入

地域データベースの自主的構築の促進

外部データベース活用の促進

情報通信機器を利用した総合相談窓口の
設置

そ の 他

な し

45.2

15.2

5.8

11辱1

8.6

9.4

2.2

5.3

35.6

区 市 町 村

(18)(516)(1,417)(395)

66.7

33.3

0

1191

11.l

I.1

16.7

11.1

16.7

60.9 43.3 30.6

29.8 U.4 8.9

19.6 2.2 0.8

26.2 7.9 3.0

15.3 6.8 6.1

ll.8 8.8 8.6

3.9 1.4 2.O

5.2 5.2 5.6

18.O 38.5 49.1

郵政省調査による。

てい る。 しか しなが ら,情 報関連施策 を行 っていない市町村 も約3分 の

1に のぼ ってお り,情 報化は これか ら本格化す る段階にあ ることが分か

る。

これ を市区町村の別にみ ると,区 部(66.7%),人 口30万 人以上 の市

(64.2%)及 び人 口20～30万 人 の市(71.4%)と い った大 都市 が中心 で

あ る。

また,市 部においては,高 校等におけ る情報関連 機器の導 入等 に も力

が注 がれてい る。

一方
,町 部,村 部の順 に,情 報関連施策を行 っていない ものの割合が

高 くなってお り,こ れ らの町村 について も,今 後の展 開が期待 され る。

ウ 地方公共団体 の情報提供 の変化

行政 の一般業務,広 報 業務及び住民の生活 面において,電 気通信や放
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豆一1-3-3図 情報提供の変化

非常に
進んだ1.9

。、,変。、ない_ん だ 副 「畷

55.1 29.5 11・・田

一〇50ユ00%
郵政省調査による。

送を利用 した情報の提供が5年 程度前 と比べ て,ど の ような変化 があ っ

たかをみたのが,H-1-3-3図 であ る。

全体的 にみ ると,「 非常に進 んだ」 と 「か な り進んだ」を合わせ て も

12.9%に とどまっている反面,「 あま り変わ ら な い」が過半数 にのぼ っ

てお り.情 報化は端 緒についた段階で あるとい うことを示 している。

(2)情 報化 の推進に関す る意向

電気 通信や放送を利用 した情報化 の促進意 向は,H-1-3-4図 の

とお りであ り,全 体的に促進 したい とい う意 向が強い。

これを市区町村の別にみ ると,区 部及び市部で,「 積極的に促進 した

い」が約40%を 占めている。特 に,人 口30万 人以上の市 で75.5%,人 口

20万 ～30万 人 の市で56.3%が 「積極的 に促進 したい」 としてい る。

他方,村 部 では 「現状 のままで よい」 と 「積極的に促進 したい」がほ

ぼ 同 じ水準 となっている。 この ように,大 都市 のほ うが情報化の促進 に

より積極的 となってい る。

(3)電 気通信や放送 を利用 した情報提供事業の輿 施

ア 実施状況

(概 況)

市区町村による電気通信系や放送系 の システム ・機器を利用 した情報
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全
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∬-1-3-4図 情報化の促進意向

難 駿 。 で,れば推進、た。 現黎 三ま「無回答

体 212 67.8 100

区

市

部

部

389

370

55.6

581

10

'
ウ

55i

4.504

・・万人以上一 コ
・19,

・・一・・万・一==璽==コ

1・一・・万人一====遜 〔===コ

5～10万 人

5万人未満

町 部

3万人以上

06

↑
267

17.3

203

1万5千～3万 人12.9

1万～1万5千 人171

.694

709

'68
.8

763

699

{

3306

108

10

110

99

125

08

0.6

5千 ～1万 入201 68'8 10.2

、10

5千人未満 陽 物笏 633 】124目

村 部ki豆,ラ 久 . .69.6、

21i

1145目

2.3

一
〇50100%

郵政省調査による。

サー ビス事業 の実施あ るいは計 画 ・構想 の状況は,H-1-3-5図 の

とお りである。

全体 的にみ る と,実 施中が17.5%(410市 区町村,延 べ404プ ロジェ
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ク ト),計 画 ・構 想中が11.4%(268市 区町村,延 べ335プ 巨ジ ェク ト),

未計画が71.1%と なってお り,情 報化事業についてもまだ始 まった段階

であ るといえる。

(都市規模別動向)

都市規模別にみた場合,区 部を筆頭 として人 口30万 人以上の市 が67.9

%,人 口20万 ～30万 人の市 が40.6%と なってお り,大 都市で進 んで い

る。 これ は,情 報化 の促進 意向 とも共通 しているが,一 定 の都市機能 を

有 している市 が情報化を進 める上で優位性があることを示 している。 し

か し,他 方,町 村部に も269団 体が事業を実施 してお り,各 地域 の実状

に応 じて進め られてい ることも示 してい る。

(都道府県別動向)

都道府県別の情報提供事業の実施 あるいは計画 ・構想の状況 は,II-

1-3-6表 の とお りである。

イ 実施中の情報提供事業の概要

(実施主体)

プ ロジェク トごとの事業の実施主体についてみる と,当 該市区町村 が

圧倒的に高 くな ってお り.次 いで,第 三セ クター等,民 間 企 業 ・団体

等,都 道府県の順になってい る(■-1-3-7図 参照)。 第 三 セ クタ

ーが設立 されてい るのは ,101市 町村であ る。 第三 セクタ・一によって運

営 されている情報提供事業におい て利用 されているメデ ィアと しては,

ビデオテ ックスが75,CATVが6と なっている。

また,地 方公共団体以外の参加機関をみ ると,自 県内に立地す る企業

が104と 最 も多 く,次 いで 自県以外の大都市に立地す る企業が46と なっ

ている。 このよ うに,自 県内に立地す る企業の参加が進 んでい ることが

分か る。

(事業の開始時期)
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■-1-3-5図 情 報 提 供 事 業 の 実 施 状 況

計画 ・
実施中 構想中 未 計 画

全 体17511471.1

区 部

市 部244171585

30万 人 以上67,911320.8

20～3Gフゴノ＼4062590344

10～20フノノ、

5～10万 人

5万 人未満

町 部155103742

3万 人以上125125750

1万・価 ・匝 盈亙====璽=====コ

1万 ～1万5千人17.7109714

5千 ～1万15.7109734

5千 人 未満17983738

村 部一
050ユ00%

郵政 省調査による。

事 業 を 開 始 した時 期 に つ い て み る と,55年 以 前 が92と な って い る。60

年 以降 著 し く増 加 して お り,62年 で は118団 体 に の ぼ って い る。 この よ
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豆一1-3-6表 都道府県別情報提供事業の実施及び計画 ・構想状況

都道府県名i回答数1実副 蕪 未計画1都道府県名 回答猴 施中灘 ト計画

18

21

27

38

20

25

12

26

32

37

23

27

29

30

25

46

17

47

54

20

19

47

20

5

5

4

7

1

1

7

3

6

3

10

0

4

19

3

3

6

9

2

10

3

6

2

6

10

6

12

5

7

5

5

18

13

12

0

5

4

3

11

7

6

9

6

3

11

6

29

36

37

57

26

33

24

34

56

53

45

27

38

53

31

60

30

62

65

36

25

64

28

賀滋

都京

阪大

庫兵

良奈

山歌和

取鳥

根島

山岡

島広

口山

島徳

川香

媛愛

知高

岡福

賀佐

崎長

本熊

分大

崎宮

島児鹿

縄沖

㎜

40

38

37

37

9

50

57

29

45

61

53

22

21

76

13

13

18

32

46

56

49

54

25

18

1

3

11

3

9

4

4

3

8

5

0

8

2

7

4

3

1

3

16

3

7

5

21

27

11

7

4

6

14

7

4

3

4

7

9

17

8

10

9

16

3

4

22

21

11

10

6

慨

52

48

52

46

32

61

65

35

57

73

62

47

31

93

26

32

22

39

84

80

67

69

52

道海北

森青

手岩

城宮

田秋

形山

島福

城茨

木栃

馬群

玉埼

葉千

京東

川奈神

潟新

山富

川石

井福

梨山

野長

阜岐

岡静

知愛

重三
郵政省調査による。
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正一1-3-7図 情報提供事業の実施主体

(複数回答)

300

250

200

150

100

暴 ・・
数0

当
該
市
区
町
村

郵政省調査による。

第
三
セ
ク
タ
ー
等

民
間
企
業
・団
体
等

都

道

府

県

広
域
市
区
町
村

国 そ

の

他

五一1-3-8図 情報提供事業の開始時期

120

100

80

60

40

回20
答

数0

5556

年 年

墜
月「J

郵政 省 調 査に よ る。

118一

一92

"

一

曹

一

23
-

101310

[[[

46

80

4
一

57585960616263

年 年 年 年 年 年 年
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■-1-3-9図 情報収集提供実施機関

400375

350

300

250

200

150

回100

答50

数0

商

工

業

団

体

観は

当

該

市

区

町

村

葡調省政郵

国報

道

機

関

住

民

・
サ

ー

ク

ル

都

道

府

県

・
農
林

漁
業
者

事
業
所

・
商
工
業
者

大
学
等
研
究
機
関

(複数回答)

そ

の

他

皿一1-3-10図 情報提供の対象地域

250

200

150

100

吐

ー

.

50

0

回
答
数

軌よに査調省政郵

都

道
府

県
内

広
域
市
区
町
村
内

ッ
ク
等

全
国
・
地
域
プ
ロ
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五一1-3-11図 情報提供事業に利用しているメディア

(複数回答)

140

120

100

80

60

40

碁 ・・
数0

(電気通信系)

ビ

デ

オ

テ

ッ

ク

ス

デ

ー

タ

通

信

フ

ァ

ク

シ

ミ

リ

系

メ

デ

ィ

ア

そ
の
他
の
電
気
通
信

パ

ソ

コ

ン
通

信

140

120

100

80

60

40

碁 、・
数0

45

(放送 系)

313130

9

郵 政 省 調 査 に よ る。

(注)1.

2,そ の他 の放 送 系 メデ ィ アは,

テ

レ
ビ

ジ

ョ
ン
放

送

ラ

ジ

オ

放

送

文

字

放

送

Cそ メ

の

A他 デ

の

T放 イ

送

V系 ア

そ の他 の 電気 通 信 系 メデ ィア は,テ レホ ンサ ー ビス,テ レ メ ー タ等 で あ る。

PCM音 声放送等である。

うに地域の情報化は長い助走期間を経て,徐 々に広が り,端 緒についた

ことが分かる(H-1-3-8図 参照)。

(情報収集提供実施機関)

情報収集提供実施機関についても,当 該市区町村が圧倒的に高 く,9

割以上の事業において,市 区町村が情報の収集提供を行っている。同時

に,商 工業団体,事 業所 ・商工業者 ・農林漁業者,都 道府県も広 くかか

わっており,単 に当該地方公共団体のみならず,幅 広 く関係者が参加 し

ていることを示 している(H-1-3-9図 参照)。

(情報提供の対象地域)

情報提供の対象地域については,約 半数が当該市区町村内となってい
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1[-1-3-12図 情報提供事業に用いられている端末

回

答
数

雲111

早 智

郵政省調査による。

験

35

30

25

20

15

10

5

0

繊
塵

開

璽

一

冒

暫

一

ミ

ミ

ミ

ミ

ミ

ミ
こ

ロ ビデオテックス

國 データ通信

34【 コ パソコン通信

Eヨ ファクシミリ

23

互生織
品 幡 麟

一

4

覇
21

～

30

台

1

0

台

3

～

4
・

1

0

台

4

～

5

冤1

響

鵬
台
を
超
え
る

るが,広 域市区町村内,都 道府県 内あ るいは全国に情報を提供 してい る

ものも多 く,広 域ネ ットワークを意識 した情報提供 も行われている(■

-1-3-10図 参照) 。

(情報提供 に利用 してい るメデ ィア)

情報提供に利用 しているメデ ィアについては,H-1-3-11図 の と

お りであ る。

電気通信系 のメデ ィアについては,ビ デオテ ックスを利用す るものが

132市 区町村 と最 も 多 く,次 いで,フ ァクシ ミリ,デ ータ通信 とな って

いる。放 送系 の メデ ィアについては,テ レビジ ョン放送が最 も多 くな っ
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∬-1-3-13図 ビデオテックスに地方公共団体が提供している画面数

4036

35

ヨむ

回25

答20

数il

き

謡1～1竃1菟1

睾 馨 馨 醤
郵政省調査による。

舎1男11115111鍔 え

馨 響 蟹 響 露る

てい るが.こ れに次いで ラジオ放送,CATV及 び文字放送 も利用 さ れ

てい る。

(情報提供事業の規模)

ビデオテ ックス,デ ータ通信,パ ソコン通信及 びフ ァクシ ミリについ

て,情 報提供事業のために用 い られてい る端 末数 をみ ると,H-1-3

-12図 の とお りとな る
。

いず れの場合 も,10台 以下が最 も多 く,小 規模で の運営が主 とな って

い る。 しか しなが ら,ビ デオテ ックスにつ いては,101台 以上 の 大規模

な運営 もかな りみ られる。

また,ビ デオテ ックスについて,当 該市区町村が提供 している画面数

をみ ると,20画 面以下 の小規模 な もの と,51解500画 面 の 比較的大規模

な ものとが多 くなってい る(H-1-3-13図 参照)。

さらに,CATVの 自主放送 の提供 チ ャンネル数 についてみ る と,1

チャンネルが20,2チ ャンネルが5と 小規模 であ るが,11チ ャンネル以

上 と大 規模 に提供 してい るもの も2と なってい る。

(情報提供事業に要する経費)

情報提供事業 の総構築経i費は,1億 ～5億 円が最 も多い。 しか しなが
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1【-1-3-14図 情報提供事業の構築経費

(総 額)(地 方公共団体の負担分1

100

80

60

40

回
答
数

20

0
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1
千
万
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下

151510
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llllを

 

1
千
万
円
以
下

郵政省調査による。

皿一1-3-15図 情報提供事業の年間運営費用

(総 額)(地 方公共団体の負担分)
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千
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千
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百
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以
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郵政省調査による。
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皿一1-3-16図 情報提供事業に携わっている職員

300

272

250

200

150

100

50回

答

数
0
な1

し 人

郵政省調査による。

口 専任職員数

國 兼任職貝数

611610

11
人
以
上

6
～
10

人

5

人

4

人

3

人

2

人

ら,過 半数 の ものは,総 構築経費が1億 円以下 とな ってい る。一方,地

方公共 団体 の負担す る構i築経費 は,1,000万 円以下が 最 も多 く,ほ とん

どの ものが5億 円以下 とな っている(H-1-3-14図 参照)。

また,年 間運営費用をみる と,5百 万 円以下の ものが多いが,1千 万 ～

5千 万 円のものもみ られ る。一方,地 方公共団体の負担す る年 間運営費

用 は,大 部分が5百 万円以下 となっている(H-1-3-15図 参照)。

(情報提供事業に携わ っている職員)

事業 に携わ ってい る職 員数 は,■-1-3-16図 の とお りであ る。専
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任職員 を置い てい る地方公共団体は少 な く,い ても1～2名 がほ とん ど

である。 また,兼 任職員について も,3名 以下がほ と ん ど と な ってい

る。

(情報提供事業の 目的)

市 区町村が実施 している情報提供事業の 目的は,地 域産業の振興,防

災対策の改善 ・充実及び観光 レク リェーシ ョンの振興が多 く,こ れに行

政広報等が続 いてい る。 これ らの地域 の情報提供事業の 目的が,地 域経

済 の発展 とコ ミュニテ ィの充実を主 に 目指 していることを示 し て い る

(■-1-3-17表 参照)。

また,メ デ ィア別にみた場合,ビ デオテ ックスを利用 した事業におい

ては,地 域産業の振 興及び観光 レク リェーシ ョンの振興 に 集中 して い

る。CATVを 利用 した事業につ いては,こ の二つに加 え て,学 校教育

・社会教育 の充実 ,文 化活動の振興,地 域 コ ミュニテ ィの育成,防 災対

策 の改善 ・充実等,利 用 目的が多様化 してい る。 これは,そ れぞれの メ

デ ィア特性を反映 した ものであ る。

(情報提供事業の反響)

実施中の事業に対する反響についてみ ると,反 響がある とい うものは

半数以下 となってい る(H-1-3-18表 参照)。 この 中 で,ビ デオテ

ックス及びCATVに ついてみ ると,CATVに つい て は,反 響がある

とい うものが約3分 の2と なっているのに対 して,ビ デオテ ックスにつ

いては,反 響があ るとい うものは約2割 に過 ぎない のが特徴的であ る。

(情報提供事業の効果)

事業の効果 の現れ方 につ いてみる と,5年 一10年 程度の期間が必要 と

す るものが,過 半数 となってい る(H-1-3-19表 参照)。 情報提供

事業 とい うものが,一 朝一夕に効果が でるものではな く,概 して リー ド

タイムが長い ことを示 している。



一156-1地 域 の発展と情報通信

豆一1-3-17表 情報提供事業の目的

(複数回答 事業数=404)

設 全体 ビデ1騙 クスc輔v
地域産業の振興153 74 13

防災対策の改善 ・充実134 4 8

観 光 ・ レク リェー シ ョン の振 興125 81 9

行政広報94 12 2

文化活動の振興79 20 9

学校教育 ・社会教育の充実60 19 15

医療・保健体制の向上41 7 6

地域 コミュニテ ィの育成31 ll 8

農林漁業の振興20 3 6

産業技術の高度化18 2 2

高齢者身障者福祉の向上12 2 1

消費生活の充実10 5 2

都市問題の改善・充実9 2 3

商業物流の振興7 5 0

離島の振興1 1 1

国際化の推進1 1 1

その他9 4 o

無回答32 13 1

郵政省調査による。

具 体的な効果 としては,「 町 政,行 政へ の理解及び関心が高 まった。」

(北海 道池田町),「 社会 に対 して の イ メージア ップ にな る。」(宇 都 宮

市),「 地域 の活性化にな る。」(札 幌市),「 地域情報化についての意識の

啓発 が図れ る。」(横 浜市),「 即時性 の要求 され る情報の効果的 な提 供が
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豆一1-3-18表 情報提供事業に対する反響

(単位:%)一
非常に反響がある

かな り反響がある

どちらともいえない

反響がない

無回答

全 体

U.6

36.6

29.2

17.8

4.7

享 。デ,亥 ・ATV

3.0

17.4

43.9

32.6

3.0

10.0

56.7

30.0

0

3.3

郵政省調査による。

五一1-3-19表 効果が現れるまでの期間についての期待

(単位:%)一
す ぐに現れることを期待

ある程度の期間(5年 程度)が 必要

長い期間(10年 程度)が 必要

その他

無回答

全 体

38,6

42.1

lQ,9

2.7

5.7

享 。デ。亥 ・ATV

11。4 30.0

61.4 56.7

22.0

L5

3.8

6.7

6.7

0

郵政省調査による。

で きる。」(川 崎市),「 住民相互の コ ミュニケーシ ョンが深 まる。」(奈 良

県下市町)等 がある。

また,メ デ ィア別にみた場合,CATV及 び ビデオテ ックスにつ い て

みる と,CATVに ついては,約3割 がす ぐに効果が現れ る の を期待 さ

れてい るのに対 して,ビ デオテ ックスについては,効 果が現れ るのに長

い期間(10年 程度)必 要 とい うのが約2割 とな ってお り,こ れ らの2メ
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デ ィアについての期待 のされ方は対照 的である。

したが って,ビ デオテ ックスについては,情 報 内容の充 実,端 末機 の

普及促進等,メ デ ィアの利用拡大を図 る必要 がある。

ウ 地方公共団体 におけ る事業 の実施例

ここでは,地 方公共団体 の事業 の実施例 と して,富 山市 を取 り上げて

紹介す る。富 山市は,高 度情報化 を進め,地 域発展 の活 力 とす るとい う

視点か ら,情 報通信基盤の整備 と地域デ ータベ ースの構築 を 目指 した,

「富山テ レ トピア計画」を推進 している。 テ レ トピア計画 の 現況 は次の

とお りであ る。

(タウ ン情 報 システムの概要 と現況)

タウン情報 システムは,市 民生活 の利便性の向上,公 共 サー ビス環境

の改善,商 業 ・観光 ・サ ービス業の活性化を 目的 と して,ビ デナテ ック

ス及びパ ソコン通信 によ り情報提供を行 ってい る。

ビデオテ ックスについては,民 間会社が60年12月 か らサー ビスを開始

している。提供画面数は,約6,000画 面 で,こ の うち富山市がIPと な

って,タ ウン情報約500画 面,健 康情報約200画 面を提 供 している。 さ

らに,62年 秋期か ら駐車場 システ ムを,62年 冬期か らバス ロケーシ ョン

システ ムを開始 している。

パ ソコン通信につ いては,民 間会社 が60年4月 か ら会員制のサー ビス

を開始 してい る。富 山市か らは,タ ウン情報約350画 面を提 供 してい る。

なお,タ ウソ情報事業を支援 し,情 報 化啓蒙活動を行 うとともに,情

報 サー ビス実施会社や その会員等へ地域情報 を提供す る体制を整 備す る

ため,62年7月,(社)と や ま地域情報 化推進 セ ンターが設立 さ れ た。

会員は,富 山市,富 山商工会議所,情 報提供事業会社,電 気 通 信 事 業

者,地 元有力会社等である。

(市民 カルチ ャーシステムの概 要 と現 況)
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市民 の生涯 学習の充実 と学習機会の拡大,教 育 ・文化活動の改善等を

図るため,ビ デオテ ックス,デ ータ通信,パ ソコン通信に よる情報提供

を行 う計画を立 てている。

このシステ ムには,図 書館 ネ ッ トワー クシステム,生 涯学習 システム

及び博物館 ネ ットワークシステムがある。 図書館ネ ッ トワークシステム

については,62年 度 に着工 し,65年 度に完成予定であ る。他の2シ ステ

ムについて も,現 在 ハー ド及 び ソフ トの両面か ら調査研究等を行 ってい

る。

(地域健康情報 システム)

市民 の健康づ くり,保 健 ・医療活動の支援 を 目的 と して,ビ デオテ ッ

クス及 びパ ソコン通信 による情報提供を行 う計画であ る。

この システムには,ヘ ルスア ドバイス システム及び地域健康管理情報

システ ムがあ る。 ヘルスア ドバイスシステ ムについては,既 に ビデオテ

ックスに画面提供を行 ってい る。

(和漢薬情報 システ ム)

市民,市 外居住者等へ の和漢薬情報の提供を現在行 って お り,さ ら

に,ビ デオテ ックス及びパ ソコン通信に よる全 国への情報提供を計画中

である。

(富山市 民プラザの建設)

61年 度か ら開始 した富 山市新総合計画に基づ き,市 街地 の整備計画が

実施 されている。 この うち,富 山市民 プラザは,テ レコムプラザの認定

を受けてお り,電 気通信系や放送系の機器を設置 して,市 民の用に供す

ることに よ り,各 種地域情報の拠点 としての役割を果たす ことが期待 さ

れ ている。
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1-3-2地 方公共団体の情報提供事業の今後の動向

(1)地 方公共 団体からの情報の提供

地方 が自立す るためには,地 方 自らの情報の創造 が必要 である。 この

地方独 自の情報の中で も,地 域 の情報化に主導的役割を果 た している地

方公共 団体が提供す る情 報は,特 に重要であ る。

ア 今後重視 して提供す る情報分野

今後,地 方公共団体が重視 して提供 したい とい う情報分 野を示 したの

がH-1-3-20表 であ る。

(重視 され る住民生活に密着 した情報)

全体的にみ る と,地 域 ・コ ミ{ニ テ ィ情報 の74.2%を は じめ として,

医療 ・保健情 報,防 災関連情報が過半数 を上 回るな ど,住 民生活に密着

した情報の提 供が重視 されている。他方,農 林漁業関連情報,観 光 レク

リェーシ ョン関連情報,産 業イベ ン ト情報 のよ うに地場 産業に密着 した

情報 あるいは誘 客効果 の見込め る分野 も比較的高 くなってい る。

(市区町村の別にみた重視 され る情報分野)

市区町村の別にみ ると,区 部及び市 部においては,地 域 ・コミュニテ

ィ生活関連情報や高齢者 ・身障者福祉 関連情報 の ような,よ り住民生活

に密着 した情報が,よ り重視 され てい る。

特に,地 域 ・コ ミュニテ ィ生活関連情報は,人 口規模別 にみて も,規

模が大 き くなるに従 って重視す る割合が高 くな っている。 これは,都 市

部においては,地 域 におけ る人 と人 とのつなが りが町村部 ほ ど定着 して

お らず,生 活面での情報提 供に関 して,地 方公共団体 の果 た している役

割が大 きい ことを示 してい る。

一方 ,農 村漁村地域の多い町村部においては,農 林漁業関連情報が特

に重視 されている。
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皿一1-3-20表 重視して提供したい情報の種類(複 数回答)

(単位:%)

項 目 1全 体

教育関連情報

地 域 ・コ ミ凸 ニテ ィ生 活 関連 情 報

趣味 ・スポーツ活動関連情報

消費生活関連情報

観 光 ・レ ク リ ェー シ ョン関連 情 報

高齢者 ・身障者福祉関連情報

医療 ・保健関連情報

住宅 ・環鏡整備関連情報

防災関連情報

交通関連情報

農林漁業関連情報

物流 ・配送関連情報

金融 ・資産関連情報

整備事業関連情報

産業イベント関連情報

工業技術関連情報

経営管理関連情報

雇用関連情報

963

247

343

ー
ロ
71

2
ロ63

793

746

38

135

521

8
　
24

8
　2

90

78

252

22

21
,

0
コ
7

区 市 町 村

333

4
ロ
49

2ロ27

3
コ
33

8
　
72

877

116

7
ロ61

lL6

6
り5

0

0

0

65

2
ひ
22

6
ロ5

lLL

6
サ5

353

177

543

252

424

354

007

5
コ9

484

9
コ
Ol

6の71

84

6L

25.

7.2

2.5

083

047

933

741

633

193

936

7
コ
8

645

61
,
1

5コ74

9.3

25.3

0.8

4
ゆ53

9
　96

933

441

083

723

5
コ
06

84

4
サ
35

5
ロ
81

OL6

Q2

01
。

6
ひ
6

L52

50

Q1

36

郵政省調査による。

(注)回 答を五つまでに限定した。

イ 今後 のメデ ィアの活用意向

地方公共 団体が,今 後情報を提 供す るときに利用 したい と考 えてい る

メデ ィアは,H-1-3-21表 の とお りであ る。 これに よれば,地 方公

共団体 は,そ の属性あ るいは地域 性 とメデ ィアの特性を使い分け よ うと
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皿一1-3-21表 今後のメディアの活用意向(複 数回答)

(単位:%)一
印刷 物(広 報 紙 誌,パ ン フ レ ッ ト等)67.6 61,163.2 69.268.!

回覧板,掲 示板44.7 33,338.2 47,443.8

有線ラジオ 。有線放送電話21.7 Ol2.2 24,425.6

ラ ジ オ 放 送6.5 11,113.8 4.83.0

テレビジョン放送13.9 22,221.7 11,711.1

CATV29.5 61,142.2 26,721.0

文 字 放 送7,0 50,010.9 5,26.6

ビデオ テ ックス(キ ャ プテ ン)28.7 33,349.2 24,317.5

デ ー タ 通 信11.8 27,821.7 9.37.3

パ ソコン通 信17.9 22,230.4 15,012.2

フ ァ ク シ ミ リ34.7 33,345.9 32,029.9

VTRテ ー プ24.2 50,029.1 22.92LO

そ の 他11.1 5.63.9 11,718.5

郵政省調査による。

していることが分か る。

まず,広 報紙誌,パ ンフ レッ ト,回 覧板等 の活字 メデ ィアは,今 後に

おいて も,ど の市区町村において も,利 用意 向が高 い。地域 ブ ロック別

にみて も,地 域間であ ま り差 はみ られず,全 国的 に重視 され ている メデ

ィアである。

ラジオ放送,テ レビジ ョン放送 につ いては,人 口30万 人以上の都市 が

ラジオ放送(30.2%)及 びテ レビジョン放送(37.7%),人 口20万 阿30

万人 の都市 がテ レビジ ョン放送(40.6%)と 高 くな ってい る。 さ らに,

都道府県については,ラ ジオ放送が51.1%,テ レビジョン放送が61.7%
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と利用意 向が極めて高い。 これは,放 送が広範 囲に 同一の情報を提供す

るのに適 した メデ ィアであ ること及び放送区域 がおおむね県域 とな って

い ることな どに よる。

有線 ラジオ放送,有 線放送電話は,町 村部において利用意 向が高い。

これ らの メデ ィアは,町 村部 とい う比較的小規模 の地域 を安価に カバー

す ること,こ れ らの地域で普及 していることか ら,地 方公共団体が既存

のメデ ィアの有効活用を図ろ うとす る現れであるとい うことがで きる。

いわゆるニ ューメデ ィアの中では,CATV及 び ビデオテ ックス の 利

用意向が高い。その中で も,CATVは 区部及び人 口30万 人以上の都市

において利用意向が60%を 超えている。都市 部におけ るCATVの 利用

意 向の高さは,最 近の都市型CATVの 展 開 と軌を一にす る も の で あ

る。 ビデオ』テ ックスは人 口20-30万 人 の都市 において最 も利用意向が高

くなっている。 この よ うに,こ れ らの二つの メデ ィアに関 しては,使 い

分けの傾 向がみ られ る。

電気通信系 の二 凸一メデ ィアの利用意 向に も着実 なものがみ られる。

特 にファクシ ミリについては,都 市規模や地域 をあま り問わず,コ ンス

タン トな利用意 向がみ られ る。 これは記録を手軽に送れ るとい うこと,

システムの構築 に大 きな負担がな く経済的であることな どの特性が評価

され てい るため と考え られ る。

また,最 近普及が進みつつあ るデータ通信やパ ソコン通信 に 関 し て

も,人 口30万 人以上 の 都市 で デ ータ通信(43.3%)及 びパ ソコン通信

(45.3%),人 口20飼30万 人 の都市で同 じく34.4%及 び46.9%の 利用意 向

が示 され るな ど中規模以上 の都市で活用が 目指 され てい る。

(2)第 三セクターの設 立

自治省 の 「地方公共団体 におけ る地域情報政策に関す る調査」に よれ

ば,地 域 の情報化の推進に係 る第三セ クターの設立状況は,62年4月1
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豆一1-3-22図 第三セクターの設立

非常、望、しい 望ましい 離 も麟1答

全 体22.447.226.8

!''"〆 ＼2.4殴11.2

区 部11.161.1'27,8

1＼ 、,

市 部

町 部 20.3

村 部137 400

49.3

39.2

27.0

1・2薪0・8

2.3,ノ ノi1.1

4,5」L2、5一
〇50100%

郵政省調査による。

日現在で106(62年 度設立予定を含む。)と な っている。 また,サ ー ビス

を開始 している ものの中では,ロ ーカル ビデオテ ックスが最 も多 い。 ま

た,今 後の事業拡大予定 をみる と,パ ソ コン通信,ロ ーカル ビデオテ ッ

クス,CATVが 多 くな っている。

なお,情 報提供事業の促進 に当た っての第 三セ クターの設立に対する

地方公共 団体 の意向は,H-1-3-22図 の とお りである。

(3)情 報提供事業を実施 中の市区町村の動 向

現 在実施中 の情報提供事 業の今後 の動向 と して,拡 大 ・拡充計画等に

ついてみる。

ア 拡大計画

(拡大計画 の動向)

事業の拡大意 向についてみ ると,拡 大す る計画である とい うものが約
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皿一1-3-23図 情報提供事業の拡大計画

拡大する計画である できれば拡大する 現状のままでよい 無回答その他一
〇50100%

郵政省調査による。

皿一1-3-24図 システム 。機器 ・情報内容等の改良計画

計画あり 計画なし 無回答

多多笏%i… 8.4

0

郵政省調査による。

一
50 100%

2割,で きれ ば拡大 したい とい うものが約4割 とな っている(1【-1-

3-23図 参照)。

(メデ ィア別 の拡大計 画)

拡大計画を メデ ィア別につ いてみた場合,CATVに つい て は,積 極

的な拡大意向がみ られ る反面,ビ デオテ ックスについては,現 状維持,

縮小 とい う動 きが一部み られるこ とが挙げ られる。

イ 改良計画

一方 ,シ ステム ・機器 ・情報内容等 の改良計画についてみ ると,改 良

計画がある ものは,約3割 とな っている(H-1-3-24図 参照)。

改良計画について もCATVは53.3%と 高 く,CATVに 対す る 地方

公共団体の積極的な姿勢が うかがわれる。
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改良計画の具体的 な内容について,メ デ ィア別 に特徴的 な ものをみ る

と,以 下 の とお りであ る。CATVに つい て は,双 方 向化や多チ ャンネ

ル化を計 画 してい るものが中心 とな っている。 また,デ ータ通信につい

ては,ホ ス ト・コンビ凶一タの機能 向上 を挙げ る ものが多い。 さ らに,

ビデオテ ックスについては,端 末機器 の増配置,新 規情報の追加,情 報

更新 間隔 の短縮,新 規IPの 獲得等 の情報 内容 の充実,予 約業務等の新

機能 の追加等の,量 及 び質 の両面か らの改良が計画 されてい る。

なお無線については,拡 大,改 良を問わず,比 較的現状維持 が高 いの

は,こ れが防災を主 目的 とす るものであ り.一 応 その 目的 を達 しうる水

準 の ものが多いためと考え られ る。

(4)情 報提 供事業 を計画 ・構想 中の市区町村の動向

事業の計画 ・構想 には,既 に実施 中の地方公共団体が追加 して実施す

るもの と,未 実施の地方公共 団体 が新た に実施す るもの とがあ るが,こ

こでは,そ の両方を併せ て,実 施主体,開 始 予定時 期等 の計画 ・構想の

概要 について,現 在実施 中の事業 と比較 しなが ら述 べ る。

(実施主体)

計画 ・構想 中の情報提供事業の実施主体 については,当 該市区町村が

最 も多 く,次 いで,第 三セ クター等,広 域市区町村,都 道府県,民 間企

業 ・団体等 の順 とな ってい る(H-1-3-25図 参照)。

計画 ・構想中 の市区町 村を都市規模別 にみた場合,実 施中 の ものに比

べ て,中 小規模の市 が比較 的多 くなっている。

これを,実 施中の もの と比べ る と,当 該市 区町村 の割合が減 少 してい

るのに対 して,第 三 セ クター等及び広域市区町村が増 加 してお り,情 報

提供事業を共同で実施 してい く意向の高 ま りを示 している。

これは,一 地方 公共 団体が単独で行 うよ り,周 辺 の市町村 と連携 し,

あ るいは民間部 門 と提携 したほ うが,財 政的 に も人材的に も,能 率的か
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皿一1-3-25図 情報提供事業の予定実施主体
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つ容易に施策を進 め得る場合が多い ことに よる。

(事業実施開始予定時期)

事業実施開始予定時期については,全 体 としては,63年 が38.8%と な

っている。 また,65年 までに開始予定 の ものが65.2%に 達 してい る。 メ

デ ィア別 にみた場合,ビ デオテ ックスの早期立上が りとCATVが 比較

的遅いのが 目立つ。 これ は両者の設備投資及び運営経費 の差を反映 して

いるとみ られ,比 較 的 コス ト負担の低 い ビデオテ ックスか らまず着手 さ

れることを示 してい る。

(情報収集提供予定実施機関)

情報収集提供予定実施機 関については,当 該市区町村が90.1%と 最 も

多 くな っている。 しか し,実 施中 の場合 と 同 じ く 事業所等,商 工業 団

体,都 道府県等 の地域 の関係機関 も広汎 に参加す る傾向がみ られ る(H

-1-3-26図 参照) 。

(情報提供の予定対象地域)
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豆一1-3-26図 情報収集提供予定実施機関
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郵政省調査による。

皿一1-3-27図 情報提供の予定対象地域
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1【-1-3-28図 情報提供事業に利用する予定のメディア
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(注)1.電 気 通 信 系 メデ ィア のそ の他 は,テ レホ ンサ ー ビス,VRS,MCAシ

ス テ ム等 で あ る。

2.放 送系メディアのその他は,衛 星放送等である。

情報提供の予定対象地域 については,当 該市区町村 を対象にする もの

が約半数であ り,次 いで,広 域市区町 村 となってい る。 これを実施 中の

ものと比べ ると,当 該市区町村がやや 少な く,一 方,広 域市区町村が多

くなっている。 また,都 道府県内や全 国を対象 とす るものは比較的少 な

く,広 域 市区町村密着型 の傾 向が 強まって いる(H-1-3-27図 参

照)。 これは,実 施主体 として 相対的に広域市区町村 によるケースが増

えてい ること,全 国 ブロ ックを対象 とす る場合の運営経費 の増 嵩による

とみられ る。

(情報提供に利用す る予定 の メデ ィア)

情報提供に利用す る予定の メデ ィアにつ いては,H-1-3-28図 の
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とお りである。 ビデオテ ックス,CATVが 最 も多 くな っている。

電気通信系の メデ ィアについては,実 施中の もの と同様,ビ デオテ ッ

クスの利用意 向が高 い。次いで,パ ソコン通信,フ ァクシ ミリ,デ ータ

通信の順 となってお り,実 施中の もの と比べ て,パ ソコン通信,フ ァク

シ ミリ,デ ータ通信 の利用意向が高い。

これらは,情 報の処理,加 工,あ るいは記録 とい った ものに よ り,単

な る情 報の提供か ら一歩進 め るもの として注 目され る。

また,放 送系 のメデ ィアにつ いてみ ると,CATVが 最 も多 い。 こ れ

は,実 施 中のものよ りも極 めて高 く,既 に地域に密着 した メデ ィア とし

てCATVを 利用す る意向 の現れである と考 えられ る。反面,都 市規模

等の関係か ら,そ の他 の放送系 メデ ィアの活 用意 向は低 くなっている。

(情報提供 事業の 目的)

事業 の目的 につ いては,地 域 産業の振興,観 光 ・レク リェーシ ョンの

振興,文 化活動 の振興,防 災対 策の改善 ・充実,学 校教育 ・社会教育の

充実が上位 を占めてい る(H-1-3-29表 参 照)。 実施 中のものと比

較す ると,目 的が多様化 している。

(情報提供事業に要す る経費等)

情報提供事業の予定構築経費 は,H-1-3-30図 に示す とお りであ

り.構 築経費が1億 円を超 えるものが過半数 とな っている。実施 中のも

の と比べ ると,高 額化 の傾 向がみ られ る。 さ らに,情 報提供事業 の予定

年間運営費用について も同様 の傾向がみ ら れ る(1【-1-3-31図 参

照)。

情報提供 事業の計画 ・構想に携わ ってい る職員数 につ いては,H-1

-3-32図 に示す とお りである
。職員数は,実 施 中の もの と同様,少 人

数 とな ってい る。

(情報提供事業 の効果 への期 待)
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皿一1-3-29表 情報提供事業を開始する目的

(複数回答,事 業数=335)逗
地域産業の振興

防災対策の改善 ・充実

観光 ・レクリェーションの振興

行 政 広 報

文化活動の振興

学校教育 ・社会教育の充実

医療 ・保健体制の向上

地域コミ凸ニティの育成

農林漁業の振興

産業技術の高度化

高齢者 ・身障者福祉の向上

消費生活の充実

都市問題の改善 ・充実

商業物流の振興

離 島 の 振 興

国際化 の推進

そ の 他

無 回 答

郵政省調査による。

全 体 ビデ1論 クスc輔v

ll9 7Q

83 16

110 81

27 7

9i 45

70 29

45 22

43 2i

56 17

32 18

15 5

ll 8

7 3

20 9

6 3

1 o

2 2

31 18

34

92

63

一
8

一

47

37

12

22

42

10

一
9

一
3

一
2

「
5

一

3

一

1

一
〇

一
11

事業 の効果の現れ方 についてみ ると,あ る程度(5年 程度)の 期間が

必要 とす る ものが過半数 を占めている。一方,す ぐに効果 が現れ るのを

期待する ものは,約4分 の1に とどまって い る(II-1-3-33表 参

照)。 この ように,情 報提供事業の効果が現れ るまでの期間につ いては,
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皿一1-3-30図 情報提供事業の予定構築経費
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1【-1-3-31図 情報提供事業の予定年間運営費用

100

80

60

40

回20
答
数0

百
万
円

以
下

郵政省調査による。

5
百
万
円

百

万

円

ー

1
千
万
円

5

百

万

円

ー

5
干
万
円

1

千

万

円

ー

1
億
円

5

千

万

円

ー

超

え
る

1

億

円

を



1-3地 方公共団体の情報提供事業 と地域の情報化の推進 一173一

回
答
数

豆一1-3-32図

250

231

200

100

50

情報提供事業の計画 ・構想に携わっている職員

口 専任職員数

Eコ兼任職員数

な

し

12345611 ～ 人

人 人 人 人 人 契 呈

郵政省調査による。

五一1-3-33表 実施予定事業の効果が現れるまでの期間についての期待

(単位:%)

孟 「　 一 一馳
すぐに現れることを期待

ある程度の期間(5年 程度)が 必要

長い期間(10年 程度)が 必要

そ の 他

無 回 答

全 体
ビデ オ テ

ック ス

24.2

55.5

12.8

0.6

6.9

8.2

65.4

17.0

0.6

8.8

CATV

21.1

58.7

12.8

1.8

5.5

郵政省調査による。
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皿一1-3-34図 未計画の市町村の情報提供事業の検討状況
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既 に実施 中の もの と比べて,や や長い期間が必要 であ ると考え られる傾

向にある。

(5)情 報提供事業 が未計画の市町村の動向

(情報提供 事業の検討状況)

情報提供事業を未計画 の市町村は,回 答 があ った地方公 共団体 の82.5

%に のぼ っている。 また,1,688市 町村(回 答 があった地方公共 団体の

71.1%)は,事 業の具体的 な計画を有 していない。

さらに,そ の うち の1,216市 町村では研究,検 討 が行われ ていない。

その比率は 人 口10万 人未満の市 や 町村部において 高 くなってい る。反

面,市 町村独 自で検討,研 究を行 った もの も225団 体 ある(H-1-3

-34図 参照)
。

(情報提供事業が未計 画である理 由)
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1【-1-3-35図 惰報提供事業が未計画である理由
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また,事 業が未計画であ る理 由については,「 研究 ・検討 が 不十分で

あ る」 とい うもの及び 「システムの構築費用等が多額 とな る」 とい うも

のが過半数を占めてい る(r[-1-3-35図 参照)。 この ように,情 報

提供事業について未計画の地方公共団体 に関 しては,そ の実施 に当た っ

て,ノ ウハ ウ及 び費用の両面が ネ ックとなっている。

(6)都 道府県の動向

都道府県の情報提供事業 は,実 施中が41都 府県(103プ ロジェク ト),

計 画 ・構想中が6道 県 とな ってい る。

ア 実施中の情報提供事業 の状況

(利用 している メデ ィァ)

情報提供事業に利用 しているメデ ィアは,■-1-3-36図 の とお り

である。電気 通信系 のメデ ィアでは,ビ デオテ ックスが最 も多 く,次 い
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∬-1-3-36図 都道府県が情報提供事業に利用しているメディア
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郵政省調査による。
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でデータ通信,フ ァクシ ミリ,パ ソコン通信の順 であ る。一方,放 送系

の メデ ィアでは,ラ ジオ放送,テ レビジ ョン放送及 び文字放送が,ほ ぼ

同 じ程度に利用 され ている。

(情報提供 事業 の 目的)

情報提供事 業の 目的は,観 光 ・レク リェー シ ョンの振興が最 も多 く,

次 いで,地 域産業 の振興,文 化活動の振興 とな っている。特 に,ビ デオ

テ ックスを利用 している事業について,こ の傾 向が強い(H-1-3-

37表 参照)。

(開始時期)

事業 の開始時期は,61年 に開始 した ものが34と 最 も多 い。 また,59

年以前 に開始 した ものも28あ る(11-1-3-38図 参照)。
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∬-1-3-37表 都道府県の情報提供事業の目的

(複数回答,事 業数==103)一
地域産業の振興

防災対策の改善 ・充実

観光 ・レクリェーションの振興

行 政 広 報

文化活動の振興

学校教育 ・社会教育の充実

医療 ・保健体制の向上

地域コミュニティの育成

農林漁業の振興

産業技術の高度化

高齢者 ・身障者福祉の向上

消費生活の充実

都市問題の改善 ・充実

そ の 他

全 体
ビデオ テ ッ

クス(再 掲)

19 11

9 1

35 23

14 5

17 7

11 4

15 2

5 1

5 0

12 2

3 0

2 1

2 0

10 7

郵政省調査による。

(実施主体)

事業の実施主体 は,当 該都道府県が最 も多 く,次 い で 第 三 セクター

等,民 間企業 ・団体等 の順 となってい る(H-1-3-39図 参照)。

(情報収集提供実施主体)

情報収集提供実施主体について も,当 該都道府県が最 も多 く,次 い

で,市 区町村,事 業所 ・商工 業者 ・農林漁業者等 の順 となってい る(■

-1-3-40図 参照)
。

(情報提供事業 の効果)
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皿一1-3-38図 都道府県が実施する情報提供事業の開始時期
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皿一1-3-39図 都道府県が実施する情報提供事業の実施主体
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∬-1-3-40図 都道府県が実施する情報提供事業の情報収集提供実施機関
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皿一1-3-41表 都道府県が実施する情報提供事業の効果

が現れるまでの期間についての期待

(単位:%)

譜 全体ビデ オ テ ックス

す ぐに現れ ることを期待38.8 13.2

ある程度の期間(5年 程度)が 必要44.7 63.2

長い期間(IO年 程度)が 必要ll.7 18.4

そ の 他LO o

無 回 答3.9 5.3

郵政省調査による。
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情報提 供事業 の効果 の現れ方 につ いては,5～10年 程度の期間が必要

としている ものが過半 数であ るが,す ぐに効果が現れ ることを期待 して

いる もの も,約4割 とな っている(∬-1-3-41表 参照)。

(拡大計画及 び改良計画)

事業の拡大計画 につ いては,拡 大す る計画 のあ るものが約4分 の1,

で きれぱ拡大 したい とい うものが約3分 の1と な ってい る(H-1-3

-42図 参照) 。

また,改 良計画 については,計 画のあ るもの とない もの とが,ほ ぼ半

々になっている(H-1-3-43図 参照)。

イ 計画 ・構想中の情報提供事 業の状況

(利用 を計画 してい るメデ ィア)

事業 に利用を計画 している メデ ィアは,H-1-3-44図 の とお りで

ある。電気通信系の メデ ィアでは,ビ デオテ ックスが最 も多 く,次 いで

データ通信,フ ァクシ ミリ,パ ソコン通信 の順で ある。一方,放 送 系の

メデ ィアでは,CATVを 利用す るとい うものが多 くな ってい る。

(事業の 目的)

事業の 目的 は,地 域産業 の振興が最 も多 く,次 いで,観 光 ・レク リェ

ーシ ョンの振 興,文 化活動の振興 とな って い る(H-1-3-45表 参

∬-1-3-42図 都道府県が実施する情報提供事業の拡大計画

無回答拡大する計画
である できれば拡大したい 現状のままでよい その他

0

郵政省調査による。

トー 一 一 一一一 一 一 一ト ー 一 一 一 一 一一 一 刊『
50 100%
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皿一1-3-43図 都道府県が実施する惜報提供事業の改良計画

計画あ り 計画なし 無回答

蕪 蝋 112・6

一〇50 100%

郵政省調査による。

豆一1-3-44図

(電気通信系)

30
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回10

答5

数0

ビ フ デ

季弓
亥 ζ 通
ス リ 信

郵政省調査による。

都道府県が惰報提供事業に利用を予定しているメディア

'

26一

16一

25
} 23一

2
一

系
メ
デ
ィ
ア

そ
の
他
の
電
気
通
信

パ

ソ

コ

ン
通

信

30

銘

回il

銑 12

(放送系)

11

0 1

メ
デ

ィ
ア

そ

の
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の

放

送

系

文

字

放

送

C

A

T

V

ラ

ジ

オ

放

送

テ

レ
ビ
ジ

ョ
ン
放

送

照)。

(開始予定時期)

事業の開始予定時期 は,63年 が12と 最 も多 く,次 いで,64年 が10,

65年 が7と い う順にな っている(H-1-3-46図 参照)。

(実施予定主体)
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豆一1-3-45表 都 道府県が計画 ・構想中の情報提供事業の目的

(複数回答,事 業数=47)

＼ 竺全体ビデ オ テ ックス(再 掲)

地域産業の振興23 14

防災対策の改善・充実1 1

観 光 ・レク リェ ー シ ョンの 振 興10 10

行 政 広 報3 2

文化活動の振興9 8

学校教育 ・社会教育の充実7 6

医療 ・保健体制の向上3 1

地域 コミュニティの育成7 6

農林漁業の振興8 5

産業技術の高度化5 4

高齢者 ・身障者福祉の向上1 L

消費生活の充実4 4

都市問題の改善 ・充実6 4

そ の 他2 0

郵政省調査による。

五一1-3-46図

1512

10

暴 ・
数0

撃

都道府県が実施する情報提供事業の開始予定時期

13

10

64
年

65
年

66
年

以
降

無
回
答

郵政省調査による。
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実施予定主体は,当 該都道府県が最 も多 く,次 いで第三 セクター等,

民間企業 ・団体等の順 となっている(H-1-3-47図 参照)。

(情報収集提供実施主体)

情報収集提供実施主体 について も,当 該都道府県が最 も 多 く,次 い

1【-1-3-47図

20

20

15

10

都道府県が実施する情報提供事業の予定実施主体

回5
答
数
0

都 第

諄 誹
県 タ

郵政省調査による。
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皿一1-3-48図

40

暴20
数0

都道府県が実施する情報提供事業の情報収集提供実施機関

(複数回答)
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村

郵政省調査による。
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皿一1-3-49表 都道府県が計画 ・構想する情報提供事業の効果が

現れるまでの期間についての期待

(単位:%)

＼ 竺 全 体 夏亥オテ・
すぐに現れることを期待21.3i5.4

あ る程度の期間(5年 程度)が 必要63。873.1

長い期間(10年 程度)が 必要4.30

そ の 他4.33.8

無 回 答6.47.7

郵政 省調査による。

で,事 業所 ・商工 業者 ・農林漁業者,市 区町村の順 とな ってい る(∬-

1-3-48図 参照)。

(情報提供事業の効果)

事業 の効果 の現れ方 については,5～10年 程度の期間が必要 としてい

る ものが過半数 とな っている(H-1-3-49表 参照)。

1-3-3情 報提供事業の推進と地域の特徴

情報事業 の実施,情 報 通信関連産業 の立地等の,地 域 の情報化やそれ

を取 り巻 く環境は,地 域 ブ ロ ック,あ るいは都市 規模や人 口規模 によ り

異 っている。

こうした中で,地 域 の情報化 を成功 させ るために,そ の実状 に応 じて

展 開す ることが必要である。

(1)地 域ブ ロ ック別 及び都道府県別の特徴

ア 情報提供 の進展状況

情報提供事業の実施状況を地域 ブロック別 にみ ると,北 陸,中 国及び

沖縄 が高 くなってい る(H-1-3-50表 参照)。 ま た,情 報通信関連
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五一1-3-50表 地域ブロック別情報提供事業の実施及び計画 ・構想状況

(単位:%)

詩 市区町村数 実 施 中 計画 ・構想中 合 イニ=

合 計
一

北 海 道

東 北

関 東

東 京 圏

中 部

名 古 屋 圏

信 越 圏

北 陸 圏

2,346

172

291

409

213

525

121

177

80

17,5

15.7

16,8

13.7

19.2

20.6

13.2

18.

35.O

ll,4

10.5

10,7

8

7.0

12,8

21.5

12.9

10,0

28.9

26.2

27。5

2!.8

26.2

33,4

34,7

31,0

45.0

近 畿 218 21.1 io,6 31.7

大 阪 圏 130 21.5 [2.3 33.8

中 国 212 25.0 13.7 38.7

四 国 149 8.1 17.4 25.5

九 州 342 15.5 11.4 26.9

沖 縄 28 2i.4 7.1 28.5

郵政省調査による。

(注)各 圏域は,そ れぞれ次に掲げる地域をいう。

東京圏:埼 玉県,千 葉県,東 京都及び神奈川県

大阪圏:京 都府,大 阪府及び兵庫県

名古屋圏:愛 知県及び三重県

信越圏:新 潟県及び長野県

北陸圏:富 山県,石 川県及び福井県

産業の集中を背景 として,東 京圏及び大阪圏に お い て も高 くな ってい

る 。

これを都道府県別にみると,当 該都道府県の中で情報提供事業を実施
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している市区町村の割合が高い ものは,石 川(50.0%),山 形(43・8%)

となってお り,東 京(36.2%)が これに次いでい る。 このほか には,富

山(34.6%)及 び岡山(34.6%)が,30%を 超 えてい る。 これ らの県に

共通 してい ることは,共 同 して第三セ クターを設立 した りす る な ど し

て,情 報提供事業に参画す る市区町村が多い ことであ る。

この ことは,情 報提供事業 の共 同実施 が,地 域 における事業 の推進に

効果的であ ることを示 している。

また,情 報化 の促進意向を都道 府県別にみる と,積 極的 に促進 したい

とい う市区町村 の割合が高いのは,佐 賀(40.0%),京 都(36.1%),山

口(35.6%),神 奈川(35.5%),石 川(34.4%)等 となってお り,情 報

提供事 業の実施状況 と同様 の傾向を示 している。

イ 提供 したい情報分野か らみた地域 の特徴

提供 したい情報分野を地域 ブロ ック別 にみ る と,地 域 ・コ ミュニテ ィ

生活 関連情報 が東京圏,大 阪圏及 び この周辺地域 で高 くなってい る。 こ

れは,市 区町村 の別にみた場 合には,区 部 にお いて高いの と同 じ傾 向を

示 している。

一方 ,農 林漁業関連情報については,北 陸,中 国,四 国,九 州で高 く

なっている。 また,観 光 ・レク リェーシ ョン情報は,北 海 道,四 国,沖

縄 にお いて高 くな っている。 これ らの分野の情報は,こ れ らの地域 にお

け る地域経済の振興 を 目指す独 自情報 の創造に寄与 す ることが期待 され

る。

(2)都 市規模別及 び人 口規模別の特徴

ここでは,市 区町村 の別 に情報提供事業の特徴 を述べ,さ らに市部及

び町部 について,人 口規模別 の特徴について も言及す る。

ア 区部 の特徴

東京 は,地 域別情報流通セ ンサスに示 され るよ うに,情 報化 が最 も進
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んでいる地域である。

区部 の特徴は,地 域における情報提供事業 の実施に当た っても,区 自

身が推進主体になる とい う意向が強 く示 されていること,実 際 の情報提

供で も,ラ ジオ放送や テ レビジ ョン放送 とい ったマス ・メデ ィアの活用

が進んでいること,今 後についてCATVの 利用意向が高いことな どで

ある。

イ 市部 の特徴

市部につ いては,情 報提供事 業の実施状況 が24.4%,情 報化 の促進 意

向は37.0%が 積極的に促進 したい としている。市部 の特徴は,重 視 して

提供 したい情報 の分野をみ ると,区 部 と同様に,地 域 ・コ ミ ーニテ ィ生

活関連情報や高齢者 ・身障者福祉 関連情報の よ うな,よ り住民生活に密

着 した情報が重視 されていることな どである。

人 口規模別 にみ ると,人 口20万 人以上 の規模の大 きい市 は,比 較的区

部 と似た傾 向を示 している。一方,人 口5万 人未満 の小規模な市は,過

疎地に多 く,町 村部 と似た傾向を示 してい る。

さらに,人 口規模別にみ る と,人 口規模 の段階 によ り,格 差 が生 じて

いるとい うことがで きよう。

ウ 町村部 の特徴

町村部につ いては,情 報提供事業の実施状況が14.8%,情 報化 を積極

的に促進 したいとい う意 向の町村は16.5%と な っている。 また,情 報提

供事業の検討状況をみて も,75.0%が 未検討である。

町村部の特徴は,重 視 して提供 したい情報 の中で農林漁業関連情報が

50.4%と 高いこ と,メ デ ィアの利用意 向について有線 ラジオ放送や有線

放送電話が24.7%と 高 く,既 に地域に密着 した ものを利用す る傾向が あ

る ことな どである。 しか しなが ら,全 般的 には,町 村部は全体 と似た傾

向を示 してい る。
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人 口規模別にみた場合,人 口3万 人以上 の町 が,市 部 と比較的 同 じ傾

向を示 してい る。 しか しなが ら,町 部 の中での人 口規模 による格差は,

それほ ど大 き くない。

(3)都 道府県の動向

都道府県 は,市 区町村 と比べ て,行 政区域が広 く,財 政規 模 も 大 き

い。 これ らのことか ら,地 域 の情報化 の促進 に対 して も,市 区町村 とは

やや異なる意 向をもってい る。

情報関連 施策 の取組については,市 区町村 と比べ て,か な り積極的で

ある。 また,情 報提供事業について も,87。2%が 実施 中 と,極 めて実施

率が高 くな っている。 さらに,地 方公共団体 が行 う情報提供 の変化につ

いては,都 市部 とほぼ同 じとらえ方を してい る。 ま た,「 地方公共団体

におけ る地域情報政策に関す る調査」(自 治省)に よ れ ば,各 都道府県

の総合計画(長 期計画,5か 年計画等)の 中で地域 情報化 の推進 を掲げ

ている(策 定中を含む。)も のは,36都 道府県 とな ってい る。 こうした

ことか ら,総 じていえぽ,都 道府県は市区町村 よ りも,情 報化に対 して

積極的 である。

1-3-4地 域の情報化推進 のため に

地域 の情報化 を促進 してい くため,市 区町村が どのよ うな課題を抱え

てい るのか,あ るい は,ど の よ うな要 望を もっているか に つ い て概観

し,併 せて,地 方公共団体の情報化の推進 のために果たす役割 と方策に

つ いて述べる。

(1)情 報化の推進への課題

情報化 の推進 に当た っての課題は,■-1-3-51図 に示す よ うに,

①財源 の確保,採 算の確保等 の経済的な課題,② 人材 の確保,シ ステム

運営体制 の確立等の ソフ ト面 の課題,③ 情報 ニーズの把握,情 報提供者



1-3地 方公共団体の情報提供事業 と地域の情報化の推進 一189一

皿一1-3-51図 情報化事業実施への課題

(複数回答)

80
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%
0

＼〆 未計画(1,668)

＼

財 採 利 シ

糊 雲禰
確 確 螺 羅
保 保 担減 営立

郵政省調査による。
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有効回答の中で,当 該項目を回答したものの割合である。

回答を五つまでに限定して調査した。

()内 は有効回答数である。

の確保等の情報の収 集,提 供に係 る課題,④ 住民参加体制の確立,企 業

参加体制の確立 とい った体制の課題,に 大別で きる。

これ らの課題について,情 報化事業 の実施中,計 画 ・構想中,未 計画

の別に分けて,市 区町村が どの よ うな課題を抱えているかをみ る。

ア 実施中 の市 区町村 の課題

実施中の市区町村については,情 報 ニーズの把握(45.3%)が 最 も高

いほか,情 報収集 ・更新,情 報提供者 の確保 とい うもの も高 くな ってい

る。財源の確保(37.6%),採 算の確保 は他の場合に比べ,相 対的 に 低



一190-1地 域の発展と情報通信

くなってい る。実施中の市区町村 の課題の特 徴は,情 報 その ものについ

ての課題の占め るウェイ トが大 き く,経 済的な課題,あ るいは ソフ ト面

の課題 のウェイ トが相対 的に低 くなってい ることであ る。 これは,実 際

にシステムが構築 ・運営 され ている段階にあ っては,い かに ニーズに即

した有益な情報を迅速 に提供す るかが,情 報化事業のか ぎとな ることを

示す ものであ る。

具体的な例をみて も,「端末 の普及が思わ しくない。」(金 沢市),「 高度

の専門家が必要であ るが,地 方 公共団体では人材の確保に一定 の限界が

ある。」(岸 和田市),「 現在 の情報提供者が情報提供 の効果 に疑 問を もっ

ている。」(岡 山市)な どとなってお り,財 源 の問題 よ りもソフ ト面の問

題,情 報その ものの問題 につ いて,多 くの課題を抱えてい ることが分か

る。

イ 計画 ・構 想中の市 区町村 の課題

計画 ・構想中の市 区町 村につ いては,財 源 の確保(62.4%)が 最 も高

く,次 いで,シ ステ ム運営体制 の確立(43。0%),人 材 の確 保(3Z6%)

となってい る。計 画 ・構 想中 とい うテイクオ フの段階においては,財 源

の確保や採算の確 保 どいった経済的な課題 とシステ ム運 営体制の確立,

人材 の確保 とい った ソフ ト面 の課題を ク リアす ることの重要 性を示 して

いる。

具体的な例をみ る と,「 投資効果が疑問のため,財 源確保が困難 で あ

る。」(新 潟市),「 財源は確保 したが,今 後 の採 算性 と人材(特 にシステ

ム ・エ ンジニア)の 確保 が困難 。」(高 崎市)な どの よ うに,経 済 的な問

題 を中心 として,課 題 が多岐 にわた ってい る。

ウ 未計画の市 町村 の課題

未計画の市 町村 につ いては,財 源の確保(75.2%)が 圧倒 的に高 く,

次いで,採 算の確 保(45.9%)が 他 の場合に比べて著 し く高 く,経 済的
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な課題が最 も大 きな壁 とな っている。

(2)情 報化事業に関する要望

ア 郵政省に対す る要望

情報化事業への郵政省に対す る要望(1～5位 について,ウ ェイ トづ

けを行い算出 した百分率)は,H-1-3-52図 のとお りである。

これに よると,実 施中の市区町村 と,計 画 ・構想中の市 区町村及び未

計画の市町村 との間 で,要 望が大 き く異な っている。

皿一1-3-52図 情報化事業への郵政省に対する要望

(順位付複数回答)
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(注)L数 値 は,1位(5ポ イ ン ト)か ら5位(1ポ イ ン ト)ま で ウ

ェイ トづ け して各 項 目 ご とに加 算 した もの を,全 項 目の総 合計

で除 した 百分 率 で あ る。

2.()内 は 有 効 回 答 数 で あ る。
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(実施中の市区町村 の郵政省に対す る要望)

実施中の市区町村 の郵政省に対す る要望 は,情 報端末機器 の普及促進

や設置 の支援 が15.2%と 最 も高 く,次 いで,市 内料金区域 の拡大(10.6

%)と な っている。情報化を実際成功 させ るには,端 末 の普及 とい う利

用層の広 が りが必要であ ること,情 報化事業が 同一市町村や近隣市町村

と行われ る例が多いので,市 内料 金区域 の拡大 による利用者 負担や ラン

ニ ングコス トの低減化が求め られている ことを示 している。

計 画 ・構想 中の市区町村については,ま ず システムを構築 し,ハ ー ド

的な基盤 を整備 し面的拡大 を図る ことが急務で あると考え られてい るた

め,情 報端末機器の普及促進 や設置 の支援(13.9%)及 び 中核 とな る情

報サ ー ビスセンターの設立支援(12.5%)の ウ ェイ トが高 く な っ て い

る。

未計画 の市町村については,情 報サ ー ビスセ ンターの設 立支援(13.5

%)及 び広域 ネ ッ トワー クの構築援助(11,3%)の ウェイ トが高 くなっ

てお り,ま ず基盤 とな る拠点や ネ ッ トワークの整備を望んでい ることを

示 している。

イ 事業者に対す る要望

情報化事業への事 業者(通 信機器製造業者,ソ フ トウェア業者,情 報

処理業者,情 報サー ビス業者等 の民間の事業者)に 対す る要望(1～5

位について,ウ ェイ トづけ を行い算出 した百分率)は,H-1-3-53

図 のとお りであ る。

これに よると,実 施中の市区町村,計 画 ・構想中の市 区町村及 び未計

画の市 町村の要 望が,郵 政 省に対す る要望 と比べて,傾 向が比較 的似て

いる。

しか し,各 段階 を通 じて,利 用者 コス ト負担に対す る援助 の要望が高

くな ってい る。 また,計 画 中の市区町村では,情 報 ソ フ ト製作への支
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正一1-3-53図 情報化事業への事業者に対する要望

(順位付複数回答)
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援,人 材育成 の整備 とい うソフ トや人材育成に対す る もの も高 くなって

いる。 これは,情 報化を今後実現する上 での,課 題 の解決に事業者が寄

与す ることを求めている ものといえ よう。

(3)情 報化推進のための方策

ア 積極的 な役割が期待 され る地方 公共団体

地域の情報化を推進 してい くためには,情 報化の必要性を 強 く認 識

し,広 く地域住民や企業のニーズを くみ あげ,全 体 を リー ドす る推進役
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が不可欠 である。 この推進 役を欠 くと,情 報化の促進 が図られず,あ る

いは地域全体 の円滑な発展 につ ながらないおそれ もあ る。 この結果 とし

て,そ の地域 が地盤沈下を きた し,格 差 が拡大 して しま うことさえあ り

得 る。

地域 のかなめであ り,地 域社会全体 の経営者 とで もい うべ き地方公共

団体 は,こ のよ うな地域 の情報化 の推進役 として最 もふ さわ しい といえ

よ う。

既に述べた よ うに,地 方 公共 団体 は,自 らが地域 の情報化 の積極的な

役割を担 うことについて高い意 向を示 している。 また,情 報産業関連企

業の立 地促進 に関 して も,高 い意 向を示 し て い る。 地方公共 団体 にょ

り、関係者間の調整機能,地 域 ニーズの発掘,地 域独 自情報 の創造 をは

じめ と して,情 報化 の動機づけや啓 蒙活動,情 報化 の対象分野の選定,

推進体制作 り等様 々な局面で重要 な役割 を果た してお り.今 後 も積極的

な役割を果 たす ことが期待 されている。

しか しながら,情 報化事業は,採 算,人 材,情 報 ソフ トをは じめ,必

ず しも容易に進む ものではない。

地域 の事情 に精通 し,か つ地域 の要請 にこたえ る地方公共団体 が,こ

の よ うな課題 に積極的に取 り組み,情 報化を進め ることが,各 地域 の発

展を図るために期待 され る。

地域 の情報化を進め る上 で重要 な もの として,全 国につながるネ ット

ワーク,当 該地域の情報交 流のためのネ ッ トワーク及び情報交流 のため

の拠点づ くりがあ る。地域 の主体性 の下 に,国,地 方公共団体,民 間企

業,住 民等が一体 とな って,各 々の実状に即 して独 自性を発揮す ること

が,今 後一層重要 とな る。

郵政 省 として も,例 えぽ,テ レ トピア計画の推進,テ レコムプラザ,

テ レコム ・リサ ーチパ ークの指定,民 間 テ レビジ ョン放送 の 多 局 化,
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CATV網 の整備促進等によ り,地 域 における情報通信網の整備,情 報

通信拠点の整 備等,地 域の情報化 のための基盤整備を進 めている。 これ

らの施策は,地 域 の情報化を,い わば側 面か ら支援 する ものであ る。

イ 都市機能 に応 じた情報化 の推進

東京は,我 が国の情報通信 の中核であ り,我 が国の情報化を主導す る

存在であ る。 また,国 際化が進展す る中で,東 京は,単 に我が国の首都

としての役割のみ ならず,世 界都市 としての役割が高 まり,世 界的な情

報通信 の拠点 となってい る。

情報化については,集 積の メ リッ トがあること,我 が国の国際化が今

後 とも進展す ることにかんがみれば,そ の東京 の都市機能 を支え るため

に も,我 が国全体 の情報通信の連結点 と しての効率化を高 め る た め に

も,テ レポー トや マ リネ ッ ト等 のハ ー ド面 の整備や ソフ トの充 実が必要

である。

情報化の進展 は,都 市機能 の集積 と密接 な関係にあ り,都 市の規模,

機能 に応 じた情報化 を全面的に進め ることが必要である。 そ して,地 域

におけ る情報化 の進展は,大 阪,名 古 屋,札 幌,福 岡等 の各地域 ブロッ

クの中枢機能 を有 し,か つ既 に相当の都市機能を有 している都市から,

その周辺部や他 の県庁所 在地等の府県 レベルでの中枢機能 を有す る都市

及 び小規模の市町村へ と波及 してい くことが効果的である と考 え ら れ

る。

また,現 に各地方公共団体等 において進 められてい る よ うに,大 都

市,中 都市,小 規模 の市町村が,面 的な広 が りをもって連携 し,各 々の

機能 を有機的に活用 し,情 報 化事業を進めるこ とも効果的 であ る(H-

1-3-54図 参照)。

ウ 地域の実状 に応 じた推進

地域 の実状やその抱え る課題は,実 に様 々であ る。都市機能の集積 の
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■-1-3-54図 情報化の有機的連携

小 規模 の

市 町 村

度合 いも,情 報 通信 関連産業の立 地状況 も経済構造 もそ の地域 ごとに異

なってい る。 したが って,情 報化 の推進 に当た っては,個 別の ニーズ,

機能,規 模に即 して推進す ることが重要で あ り,そ の実状に応 じて推進

す ることが情報化のか ぎであ る。

東京 には東京の,地 方中枢 ・中核都市には中枢 ・中核都市 の,町 村に

は町村 の,各 々に必要 とされる情報通信の役割な り基盤整 備の在 り方が

あ り,情 報化の促進 方法 がある。

地域 の情報 化に当たって は,中 核 とな る地方公共 団体 が,独 自のポ リ

シイに支え られた創造 力に基づいて展開す ることが重要 である。

工 地域 間の連携 と競争

一部のテ レトピア指定地域か ら,パ ソコン通信 によるテ レ トピア都市

間の経験交 流が提言 されてい る。

情報 化の推進 に当た り,異 な る地域 間の連携 を図 ることは,各 々の情
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報や ノウハ ウを交換す ることによ り,問 題解決手法の発見,新 たな視座

の確保等に つなが り,各 地方 での 効果的な 情報化事業の 推進につなが

り,有 益である。

同時に,各 地域が 自ら情報発信源 とな ることによ り,経 済や文化の交

流の促進を通 して,産 業や観光 の発展に通 じ,地 域経済の発展 にも資す

ることが期待 される。

各地域で情報 化事業が促進 される とい うことは,換 言すれ ば地域間で

競争 が進む とい うことで もあ る。そ の場合 も単 に東京や他の大都市 の例

を見 習 うとい うだけでは,企 業や住民をは じめ とす る経済主体 を魅了す

ることはで きないであろ う。 また,各 地域のニーズに こたえ ることに も

つながらないであろ う。

この意味において,地 域の情報化 の促進にあっては,各 地域 の独 自性

や ニーズを踏 まえた展 開が必要 とされ る。そのためには,地 方公共団体

をは じめ とす る関係者 の一層の創意 がか ぎとなろ う。
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1-4地 域 の発展 を支える情報通信

地域の発 展のためには,地 域 の情報化が不可欠であ る。 また,経 済 の

ソフ ト化が進行す る中で,情 報通信が地域経済 の発展に牽 引的役割を果

た してい くものである。

端 緒についた地域 の情報化事業が,今 後,住 民生活や地域の経済活動

に深 く浸透 し,地 域 の活性化に資す ることは,単 に 当該地域の発 展にと

って のみな らず,我 が国全体 の発展に とって重要であ る。

しか し,今 まで述べ てきた よ うに,各 地域 におけ る 実 状 は様 々であ

り,そ の課題 も多い。 そのため,各 々の事情 に応 じた政策 の展開な り実

行が求 められてい る。

ここでは,情 報 通信の活用 による地域の情報化を促進す るために,郵

便局の活用に対す る課題 や,地 域 の発展を支え る情報通信の課題につい

て言及す る。

1-4-1地 域の情 報化における郵便局の活用

郵便局 は,国 民生活に最 も密着 した 国の機関であ り,全 国のいかなる

地域 に も展開 してい る。 また,郵 便局 は最 も伝統的 な通信拠点であ り,

各地域 に浸透 してい る。

ここでは,情 報化を進 め る上 での郵便局へ の期待や課題について概観

する。

(1)地 域の情報化における郵便局へ の期待

郵政 省の調査に よれば,情 報化 を進 める上 での郵便局の活用に対 し,

地域 を問わず高い期待が寄せ られている(■-1-4-1図 参照)。

(全国的 ネ ッ トワークに対する期待)
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情報化を進める上での郵便局の利用
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「全国の郵便局を結 んだ情報 ネ ットワーク1に 関 しては,都 市規模に

関係な く最 も高い期待が寄せ られ てい る。

全国的 なネ ットワー クは,地 域 の情報化を進 める上で基本的な機能 で

あ り,ネ ッ トワー クを生か した地域の情報 と全国の情報 の交流拠点 とし

て,最 も期待 されている。

(町村部におけ る期待)

町村部においては,「 ふ るさと小包の充 実」 に対す る期待が高い。

町村部では,ふ るさと小包 を活用 した地場産業の掘 り起 こ しに よ り,

地域経済 の発展の引き金 として寄与す ることが期待 されている。
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(都市部における期待)

「ニ ューメデ ィア機器 の設置」及び 「郵便 局の高層化」 に関 しては,

都市規模の大 きい地域 で期待が高い。

(区部における期待)

区部では,「 行政 か らのパンフ レッ トの掲示 」 及び 「サ ー クル等 のパ

ン フレッ トの掲示」 に対す る期待が他の地域 に比べ 際立 って高い。

(2)地 域 の情報化 を進め る上での郵 便局の課題

地域 の情報化を進 める上で,地 域の特性を反映 した ニーズに こたえる

ことが郵便局の課題 となっている。

ア 地域の情報 と全 国の情報 の交流拠点

地域 の情報化を促進す る上で,情 報の収集及び発信は大 きな問題 であ

り,特 に,地 域情報 の全 国に向け ての発信が課題 とな ってい る。

全 国に2万 以上の拠点 を もつ郵便局は,地 域の情報を全国に向けて発

信す る情報拠点 と しての期待 が大 きい。 また,地 域 に密着 している郵便

局 は,全 国か ら収集 した情報 を地域住民に提供す る機 関 として も期待が

高い。

情報 の交流拠点 としての郵便局 を実現す るためには,地 域 の発 展につ

ながる各地域独 自の情報 内容 の開拓や,そ れ らの情報の収 集及び全 国に

向け ての発信方法等が,今 後の課題であ る。

イ 地域のふれあいの場

全国に2万 以上 のポイ ン トを もち,地 域 と密着 した関係を もつ郵便局

は,地 域の情報を収 集 し,地 域 の住民に対 してその地域 内の情 報を提供

す る ことが課題 とな っている。

地域 のふれあいの場 としての郵便局 の一層の活用を図 るためには,地

域住民 のニーズに こたえ,ま た,各 地域 の実状に合わせ た郵便局 の活用

方策 の検討が必要であ る。
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ウ 地方公共 団体 と郵便 局の連携の強化

郵便局は,清 報拠点 と して地域情報化 の一層 の促進 に貢献で きるもの

と期待 され る。

地域の情報化 の第一歩 としては,地 域住民の情報化 に対す る理解が重

要 であ る。

今後,情 報化 の推進のために,郵 便局 は,地 方公共団体 との連携を強

化 し,地 方 公共団体等の主催す るイベ ン トへの参加や情報 化を体験でき

るニ ュー メデ ィア機器の設置等の,地 域住民の情報化に対 する理解 の促

進 に向けての方策を,総 合的に検討 してい くこ とが課題 となろ う。

1-4-2地 域 の発展に向けて

既に述べた よ うに,地 域 の情報化の推進 の主体は地域 のかなめである

地方公共団体であ り,そ の地域 の住民であ り企業である。

地域 の情報化を推進す るためには,全 国 レベルの施策 と同時に,地 域

の実状 に合わせたきめ細かな施策が必要である。

郵政省では,地 域 におけ る情報化を支援す るため,政 策を展開 してい

る。

地域の情報化を進め る上 で,様 々な課題があ るが,今 後 とも,特 に以

下 のよ うな課題 に取 り組む必要がある。

(1)通 信料金の低廉化

情報 通信 を一層利用 しやす くし,各 地域の情報化を推進す る た め に

は,通 信料金全般の一層 の低廉化を図ることが重要であ る。

そのためには,電 気通信事業分野 におけ る,公 正かつ有効な競争の確

保に よる市場の活性化が必要である。 さらに,料 金体系 の在 り方,通 信

設備 の有効活用の推進,通 信市場 の拡大な どについて,長 期的な視野 に

立 った施策の検討が必要である。
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(2)情 報や ノウハ ウの積極的提供

地域 の情報化 は端緒 についた段階であ る。全体 の約半数 の地方公共団

体では,ま だ情報化事業 の検討が進んでいない実状 にある。

そ こで,実 際に進 め られてい る情報 化事業 の内容や,情 報化事業の実

現に至 るまでの課題 の解決方法等の情報を積 極的に提供す る ことが,情

報化事業に着手す る手がか りを与え る上で有益 である。

また,計 画の具体化や,実 施 してい る情報 化事業の改 良に向け て,様

々な課題があ る。そ の際,情 報 化事業の 目的や対象 に即 して,ど のよう

な情報 内容を提供すれぽ良いか とい う,ソ フ ト面 の ノウハ ウの提供や,

あるいは,ど の よ うなシステムを構 築すれぽ効果 的,低 コス トでシステ

ムを運営で きるか とい う,ハ ー ド面での ノウハ ウの提供 とい った ことが,

地域 におけ る情報化事業 の着実な進展に寄与 す る。

したが って,今 後,情 報化事業や情報通信 に関 し,積 極 的な情報や ノ

ウハウの提供を進 め る必要 がある。

(3)ニ ュー メデ ィア端末 の普及促進

ネ ッ トワークが地域 に広が り,利 用が促進 され ることが,情 報 化を進

める上で重要であ る。現在,各 種 のニ ューメデ ィアが相次いで登場 し,

地域 の情報化事業の推進 に大 きな役割を果たす ことが期待 されてい る。

通信 ネ ットワークは,端 末の普及 に伴 いそ の利用価値が高 まるため,

端末 の普及促進が大 きな課題 とな っている。

端末 の普及 のか ぎは,コ ス ト負担 の低減 とともに,CATVや ビデオテ

ックスにみ られ るよ うに,そ の提供す る情報 内容 の充実,あ るいは,デ

ータ通信やパ ソ コン通信の場 合等 の情報 の収集 ・処理 ・加工を効率的に

行 うこ とであ る。

このためには,技 術開発 に よる コス トの低減,利 用者の ニーズを的確

に把握す る ことが重要であ る。
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(4)既 存の情報通信 システムの効果的利用

情報化の促進 は,単 に 二 凶一メデ ィアに よるものだけでな く,郵 便,

電話,放 送,無 線等の従来か らあ るメデ ィアの効果的活用に よって も行

われ る。

地域 の情報化の内容や対象に よっては,こ れ ら既存の情報通信 システ

ムの活用が有効であ る。そ の際,単 に一つの メデ ィアだけではな く,目

的に応 じて複数の メデ ィアや手段を組み合わせて利用す るな どの新 しい

利用分 野,利 用方法 を開発す ることが重要であ る。

(5)地 域 の実状に応 じたきめ細かな政策の展開

都市 規模や,産 業や気候及び地理的状況等 の地域 の特性に応 じ,あ る

いは,情 報化 の 目的や対象等 の各地域 の状況に よって,必 要 とされ る情

報通信システムの内容や,情 報化事業の進め方 も自ず と異な る。

例えぽ,大 都市では,複 雑 な都市機能 を支え るため,高 速大量 の情報

の提供や処理 を行 う情報通信網の活用 が必要 とされ る。過疎地 や離島で

は,経 済基盤 が弱 く,情 報通信量 も低いが,こ れ らの地域の生活 を支え,

発展を図 るには,多 地点間少量の通信 を低廉な価格 で行え るよ うなネ ッ

トワークの整備や,難 視聴 の解消をは じめ とす る放送 の整備が必要であ

る。豪雪地帯 では,豪 雪に耐 え得 る高い信頼性を確保す る必要がある。

また,家 庭 では消費生活や コ ミュニテ ィ情報が求め られ,産 業分野では

直接経済活動に結びついた情報が必要 とされ る。

それぞれの状況に応 じた,ソ フ ト,ハ ー ドの構築 が求め られてお り,

また,既 存 の メデ ィアも含めた最 も適 切なシステムの構築や開発 が必要

とされ る。

このよ うに,地 域 の実状 に合わせた,ま た,利 用者 に合わせた,き め

細か な情報化政策を展開す ることが,今 後 の地域 の社会経済の発展 のた

めに求め られている。


